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た、同法 8 条 1 項2は土地所有者等が上記 7 条に基づく都道府県知事の指示を受けて汚染除
                                                   
1土壌汚染対策法 7 条（汚染除去等計画の提出等） 

















  二 実施措置の着手予定時期及び完了予定時期 
  三 その他環境省令で定める事項」 








































3 8 条 1 項但書きは、同条項に基づく土地所有者等からの求償に対し原因者を免責する場
合を規定している。その具体例は、環境省水・大気環境局長通知「土壌汚染対策法の一部




5 大塚直「各国の土壌汚染対策制度と土壌汚染対策法の特色」環境研究 127 号（2002）45
－46 頁参照。 







































                                                   
7一般社団法人土壌環境センター「「土壌汚染状況調査・対策」に関する実態調査結果（平
































括的環境対処補償責任法（Comprehensive Environmental Response, Compensation and 
Liability Act：CERCLA）は、議会が立法時に法律の目的として Polluter-Pays Principle
（汚染者負担原則）8を掲げており、善意無過失の土地所有者の抗弁を認める規定を有する







































［2002-1］43 頁、柳憲一郎「米国スーパーファンド法の紹介」季刊環境研究 47 号
（1984）50 頁、黒坂則子「アメリカの土壌汚染浄化政策に関する一考察―ブラウンフィ
ールド政策を中心として―」同志社法学５５巻３号（2003）79 頁を挙げておく。 
10 松村弓彦『環境法の基礎』（成文堂・2010）111 頁。 
11 松村弓彦『ドイツ土壌保全法の研究』（成文堂・2001）。 
12 桑原勇進「状態責任の根拠と限界（一）（二）（三）（四）―ドイツにおける土壌汚染を
巡る判例・学説を中心に」自治研究 86 巻 12 号（2010）54 頁、87 巻１号（2011）66


























 アメリカの CERCLA に関しては、コモン・ロー上の不法行為法の原則を受け継いだ部分






































の土地所有者責任に関する 2 つの問題点の解決策を模索し、試論を述べることとする。 
 
第一章 アメリカの CERCLA 
第一節 概要 
 アメリカにおいて 1980 年に成立した「包括的環境対処補償責任法（Comprehensive 


















法修正・再授権法（Superfund Amendments and Reauthorization Act of 1986：SARA）」
によって改正された。一般的に、CERCLA と SARA を合わせてスーパーファンド法と呼ば
れる14。 














                                                   
13 JUDITH A. LAYZER, THE ENVIRONMENTAL CASE TRANSLATING VALUES INTO POLICY 

























 CERCLA に基づく浄化事業の対象となる有害物質については 101 条(14)21に定義されて
おり、広範囲の物質が対象とされている22が、石油、天然ガス、合成ガスは CERCLA 上の
有害物質からは除外され、同法に基づく浄化の対象とはならない23。 
                                                   
―」同志社法学 56 巻 3 号（2004）66－68 頁参照。 
19 CERCLA における浄化事業の手順と概要については、加藤他・前掲注（９）59―62 頁




21 CERCLA101 条（定義） 
 （14） 











22 CERCLA の調査対象物質は 1000 を超えるといわれる。大塚・前掲注（20）。 
23石油が対象外とされた理由は、石油業界の反対等が挙げられている。加藤他・前掲注
（９）68 頁。なお、マサチューセッツ州の石油および有害物質放出防止法（the 
Massachusetts Oil and Hazardous Material Release Prevention Act）等、石油を対象物
質に含む州法がある。Victor N. Baltera et al., Environmental Considerations, AMB 







                                                   















































 PRP が負担する費用として 107 条(a)(4)27に掲げられている(A)から(D)のうち、(A)及び
(B)は、浄化措置が国家緊急対策計画（NCP）に従ったものであることを前提条件としてい
る。すなわち、NCP に従った浄化事業に要した費用は同条項に基づいて PRP が負担するこ
ととなる28。この NCP は CWA311 条において石油や有害物質の除去措置を実行するため
に作られたものであったが、CERCLA105 条(a)が CERCLA における浄化実施についての
枠組みも NCP に定めるものとし、大統領にその改訂を義務付けたため、1982 年に改訂、
公布された29。浄化の実施についてその手順及び実施の方法を決定する際には NCP に依拠
しなければならない。NCP の内容は、主に調査方法、浄化事業の決定方法等についてであ
るが、浄化事業は有害物質及びサイトの特性に応じて行われるべきこと、EPA が NPL を作
                                                   


















（D）第 104 条(i)に基づき実施された衛生評価又は人体への影響調査に要した費用。 
 本条に基づく訴訟の提起により回収可能な金額には、本号（A）ないし（D）に基づ
き回収可能な金額に対する利子も含まれる。（以下略）」 





えるときには、NCP に従ったものとみなされる。DANIEL A. FARBER AND ROGER W. 
FINDLEY, ENVIRONMENTAL LAW IN A NUTSHELL (THOMSON REUTERS, 8th ed., 2010) at 
236-237. 















Ranking System：HRS）の得点が 28.5 点以上となったサイトは、全国優先順位表（National 
Ranking System：NPL）に登録される。こうして NPL に登録されたサイトは、順次
CERCLA に基づく浄化が行われることとなるのである。 




の浄化命令にも従わないことであるが、その場合 PRP は当該命令への違反の継続期間 1 日
につき 37,500 ドル以下の罰金を科され31、EPA が自ら実施した浄化措置に要した費用の最
大 3 倍の額を懲罰的損害賠償32として請求されることとなる。さらに、EPA による上記の
ような浄化命令について、PRP が裁判においてその正当性を争うことは、浄化完了後まで
許されていない33。もっとも、EPA による右のような浄化命令について、PRP が訴訟にお




システム（Comprehensive Environmental Response, Compensation and Liability 
Information System: CERCLIS）に登録されてきたが、この CERCLIS は 2013 年 11 月
12 日に終了し、2014 年からはスーパーファンド事業管理システム（Superfund 
Enterprise Management System: SEMS）が新設され、CERCLIS に取って代わることと
なった。http://cumulis.epa.gov/supercpad/cursites/srchsites.cfm 参照。 
31 CERCLA106 条(b)(1)。 
32 CERCLA107 条(c)(3)。 
33 CERCLA113 条(h)、Richard L. Stroup, Superfund: The Shortcut That Failed, in 
BREAKING THE ENVIRONMENTAL POLICY GRIDLOCK 115, 123 (Terry L. Anderson ed., 
1997); Scott Corley, The Constitutionality of the EPA’s Enforcement of CERCLA: Big 
Business Challenges and a Small Business Problem, 2 Wash. & Lee J. Energy, Climate, 
& Envt’l 261 (2011)  at 269-270. 
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いて EPA の命令が恣意的専断的または違法であったことを立証できた PRP は、実際に負
担した浄化費用を EPA から回収することができるとの規定34は存在するものの、この証明






 また、PRP は CERCA の下では厳格責任、連帯責任、遡及責任を負うこととなる。この
うち、厳格責任は、CERCLA101 条（32）が責任基準を CWA311 条に準拠する旨を規定し
ていることから条文上明らかである。これに対して、CERCLA には連帯責任と遡及責任に
関する規定は存在せず、これらは判例上認められ確立したものである。 














 遡及責任を課す根拠としては、賠償責任に関する 107 条（a）は過去形で規定されている
ため、過去の行為を対象としていると考えられること、また、CERCLA は汚染の時期にか
                                                   
34 CERCLA106 条(b)(2)(D)。 
35 See Richard L. Stroup, supra note 33, at 122. 
36 Scott Corley, supra note 33, at 272. 
37 United States v. Chem-Dyne Corp., 572 F. Supp. 802 (S.D. Ohio 1983). 
38 Restatement (Second) of Torts §433A (1965) を引用し、コモン・ローに従ったので
ある。 
39 加藤他・前掲注（９）142 頁。 
40 同上・139 頁。 
41 大塚・前掲注（９）46 頁参照。 
42 CERCLA122 条（g）。 
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 PRP は、CERCLA107 条（a）（4）に基づき、浄化措置に関する費用負担責任を負ってい
る。同条項は、PRP が負担する費用について、次の４つを挙げる。すなわち、①連邦政府、
州、インディアン部族が負担した国家緊急計画（National Contingency Plan：NCP）に調






















                                                   
43 加藤他・前掲注（９）143 頁。 
44 Restatement (Second) of Torts §875 (1979). 
45 Restatement (Third) of Torts: Apportionment Liab. §10 (2000).  
46 Restatement (Third) of Torts: Apportionment Liab. §23 (2000). なお、不法行為者間
での分担金請求はコモン・ロー上、原告に故意がない場合でなければ認められないとされ
ていたが、この制限が次第に緩和されていったという経緯あある。WARREN FREESMAN, 
JOINT AND SEVERAL LIABILITY: ALLOCATION OF RISK AND APPOTIONMENT OF DAMAGES 
(BUTTERWORTH LEGAL PUBLICHERS, 1987) at 41-43. 
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47 EPA の定義によれば、orphan share とは、（１）PRP であり、（２）支払い能力がなく
または現存せず、（３）当該サイトの浄化費用について他の PRP と子会社関係にない者に
帰する責任の配分を指す。United States Environmental Protection Agency, Interim 
Guidance on Orphan Share Compensation for Settlors of Remedial Design/ Remedial 
Action and Non-Time-Critical Removals (1966) at 2-3. 
48 Restatement (Third) of Torts: Apportionment Liab. §10 cmt. a (2000). 
49 Id. 
50 Restatement (Second) of Torts § 433 A (1965). 
51 Restatement (Third) of Torts: Apportionment Liab. §11 (2000). 
52 Restatement (Third) of Torts: Apportionment Liab. §B18 cmt. a (2000). 
53 Restatement (Third) of Torts: Apportionment Liab. §11 cmt. c (2000). 
54 Restatement (Third) of Torts: Apportionment Liab. §10 cmt. a (2000); Restatement 
(Third) of Torts : Apportionment Liab. §11 cmt. a (2000). 
55 Kenneth K. Kilbert, Neither Joint Nor Several: Orphan Shares and Private 
CERCLA Actions, 41 Envtl. L. 1045 (2011) at 1054; Aeron Gershonowits, United States 
v. Atlantic Research Corp.: Who Should Pay to Clean up Inactive Hazardous Waste 








 CERCLA 制定当初、私人が PRP に対し浄化に要した費用を求めるための明文規定は存
在しなかったが、107 条(a)(4)(B)の規定を援用して費用の回収が可能であると解釈されてい
た57。ただし、PRP も 107 条(a)に基づく費用回収ができるのか、また、それが可能である
場合には被告 PRP には連帯責任が課されるのか、といった点が問題となるが、CERCLA 制




 ところが、SARA による改正で 1986 年に 113 条(f)59が新設されると状況が一変する。浄
化費用を負担した PRP が他の PRP に対して費用の分担金を請求するための明文規定が置
                                                   
56 Kenneth K. Kilbert, supra note 55, at 1054, 
57 Id., at 1056. 
58 Id. 
59 CERCLA113 条（民事手続） 
 （ｆ） 
 「（１）分担金 








































 他方、113 条(f)に基づく分担金請求訴訟においては、107 条(a)の場合とは異なり、原告で
ある PRP はそれぞれの被告の「公正な寄与度」を証明しなければならない65。 
 
  （５）PRP はどちらの規定に基づき求償できるのか 
 113 条(f)が設けられて以来、PRP が措置費用の回収をする際に 107 条(a)と 113 条(f)のう
                                                   
60 分担金請求は連邦のコモン・ロー上で認められてきたものであり、CERCLA の事案で
もコモン・ローに従い認められうると解されていた。Warren Freesman, supra note 46, 
at 134-144. 議会は、113 条(f)はそれを追認する形で CERCLA 上に明記されたものである
と述べている。See Superfund Amendments and Reauthorization Atc of 1986, H. R. 





See Daniel A. Farber And Roger W. Findley, supra note 28, at 245. 
62 Kenneth K. Kilbert, supra note 55, at 1047; Daniel A. Farber And Roger W. Findley, 
supra note 28, at 248. 
63 Daniel Riesel, Evolution of Liability in Hazardous Substances Litigation, ST051 
ALI-ABA 439 (2012) at 443. 
64 Id., at 443-444. 




裁判所が、PRP は 107 条(a)を用いる提訴はできないとし、113 条(f)に基づく訴訟を提起で
きるのみと判断したようである66。PRP には 107 条(a)に基づく費用回収を認めないとする
根拠としては、PRP に 107 条(a)に基づく訴訟を認めてしまうと原告も責任主体であるにも
拘わらず被告 PRP に連帯責任を課することによって原告 PRP の費用負担がゼロとなって
しまうという点が挙げられている67。なお、純粋なコモン・ロー上の分割責任では前述のよ
うに orphan share は原告の負担とされるのに対し、113 条(f)に基づく訴訟においては、被
告の責任を分割責任としつつも「公正な要素」を用いて orphan share を原告と被告の双方
間で配分するという解決を図った判例もあり68、この点は CERCLA 独自の費用負担責任配
分がなされてきたものといえる。 
 ところが、PRP が 113 条(f)に基づき他の PRP に対し分担金請求訴訟を提起する場合に
















Aviall 社は、Cooper 社が 107 条(a)にいう PRP に該当するから浄化費用を負担する責任が
あるとして、Cooper 社に浄化費用を求償するために CERCLA 上の訴訟を提起した。当初
は、107 条(a)および 113 条(f)の双方に基づく請求が含まれていたが、のちに統合し 113 条
(f)(1)に基づく分担金請求のみを扱う訴訟となった。 
                                                   
66 Kenneth K. Kilbert, supra note 55, at 1057; 黒坂則子「米国スーパーファンド法一〇
七条をめぐる判例の動向―Atlantic Research 判決がブラウンフィールド政策に与える影
響を中心に―」同志社法学 63 巻 5 号（2011）421－423 頁。 
67 Kenneth K. Kilbert, supran note 55, at 1057-1058. 




 テキサス州連邦地方裁判所69は、113 条(f)(1)に基づく訴訟は、106 条または 107 条(a)に
基づく民事訴訟の係属中もしくはその後にのみ提起することが認められるものであるとし
た。したがって、106 条または 107 条(a)に基づく訴訟を提起されずに自発的浄化措置を講
じた Aviall 社は 113 条(f)に基づいて分担金請求の訴訟を提起することはできないと判示し
たのである。これに対して第 5 巡回区連邦控訴裁判所70は、113 条(f)(1)は、第一文および末
文の双方において、106 条または 107 条(a)に基づいて訴訟を提起されたか否かに拘わらず
PRP が分担金請求訴訟を提起することを認めているとした。その根拠として、113 条(f)(1)




 しかしながら、連邦最高裁判所は、Aviall 社が 113 条(f)(1)に基づく分担金請求訴訟を提















た。なお、Ginsberg 裁判官は反対意見において、Aviall 社が 107 条を用いて Cooper 社に
費用を請求する可能性を示唆しており、Stevens 裁判官がこれに賛同している。 
（ⅳ）本判決が与える自発的浄化への影響 
 本判決の最大の問題点は、自発的浄化を実施した PRP が他の PRP に対し浄化費用を求
償する術を失ってしまったことである。すなわち、従来の判例法では PRP が 107 条(a)に基
                                                   
69 Aviall Services, Inc. v. Cooper Industries, Inc. 2000 WL 31730 (N.D.Tex. Jan. 13, 
2000). 




した PRP は 113 条(f)に基づく訴訟を提起することもできなくなったため、CERCLA に基
づく訴訟のうち 107 条(a)と 113 条(f)双方の訴訟の提起が禁じられることとなったのである
71。それゆえ、本判決は自発的浄化を妨げるものとして多くの批判を浴びた72。実際に、費












トを浄化した後、PRP である政府を相手取り費用を回収するために CERCLA 上の訴訟を
提起した。当初は、107 条(a)および 113 条(f)の双方に基づく請求が含まれていたが、Aviall
判決を受けて 107 条(a)に基づく請求のみに変更された。 
（ⅱ）下級裁判所の判断 
 アーカンソー州連邦地方裁判所は請求を棄却したが、第 8 巡回区連邦控訴裁判所は地裁
判決を破棄し、PRP が 107 条(a)に基づいて費用回収のために訴訟を提起することを認め




た、106 条または 107 条(a)に基づく訴訟で被告となった PRP は 107 条(a)ではなく 113 条
(f)を用いて他の PRP への求償が可能であると述べた。 
（ⅲ）連邦最高裁判所判決 
                                                   
71 Kenneth K. Kilbert, supra note 55, at 1062. 
72 Daniel A. Farber And Roger W. Findley, supra note 28, at 246; 黒坂・前掲注（66）
427－428 頁。 
73 Kenneth K. Kilbert, supra note 55, at 1062-1063; Steven Ferry, The Superfund Cost 
Allocation Liability Conflictions among the Federal Courts, 11 Vt. Envtl. L. 249 (2009) 
at 252; Jason Nichols, Resolving The Federal Court Conslict Over CERCLA Cost 
Recovery for Potentially Liable Parties- Some Suggestions for Giving Order to post- 
Aviall Section 107 Jurisprudence and for encouraging Voluntary Cleanup Environment 
Site Contamination, 74 Tenn. L. Rev. 275 (2007) at 281. 
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 連邦最高裁判所は、第 8 巡回区連邦控訴裁判所と同様に、107 条(a)(4)(B)の文言は PRP
が他の PRP から費用を回収することを明白に認めており、したがって Atlantic 社は 107 条
(a)に基づく訴訟を提起することができると判示した。さらに、107 条(a)と 113 条(f)との区
別について言及し、107 条(a)と 113 条(f)は、異なる手続状況において訴訟原因を提供する
ことにより、相互を補完していると述べ、それぞれの条文の用いられる手続状況を示した。




107 条(a)に基づく訴訟で被告となった PRP は、113 条(f)に基づき反訴請求することによっ
て、原告を含めた全ての訴訟当事者間の公正な費用配分を求めることができるから、107 条
(a)に基づく訴訟における不公正な費用の配分を軽減することができると述べた。ただし、
107 条(a)に基づく訴訟の原告が PRP である場合にも、原告が政府である場合と同様に被告
に連帯責任を課するかどうかについて連邦最高裁判所は明言を避け、「決定ではないが、
我々は 107 条(a)が連帯責任を課するものと想定する」と脚注において触れるに止まった。 
 同裁判所は最後に、和解に応じた者を分担金責任から除外する 113 条(f)(2)の保護規定は
和解に応じた者が 107 条(a)の下で他の PRP から費用を請求される責任までをも免除する
ものではないことを取り上げ、和解に応じたとしても後に 107 条(a)に基づき他の PRP か
ら費用回収訴訟を提起されるとなれば和解のインセンティブが失われるのではないかとの









 自発的浄化実施者が浄化費用を他の PRP から回収することを想定した規定が CERCLA
にはなかったし、EPA も当初は NCP に従ったものか否かが判断し難いことを理由に自発
的浄化を推進してはいなかったようである74。しかし、ブラウンフィールド問題への対応の
中で多くの州が自発的浄化プログラム75を採用したことで、PRP が州の監督の下で自発的
                                                   
74 48 fed. Reg. 40658, at 40661. 
75 州における自発的浄化プログラムの詳細は、黒坂・前掲注（９）116 頁以下、同「ニュ
ージャージー州における土壌汚染浄化政策―BDA イニシアティブを中心として―」神戸学





 このような状況の下、Aviall 判決は、PRP が 113 条(f)を用いて分担金請求訴訟を提起で

























                                                   
策の一考察（１）―アメリカと日本の比較を通して―」早稲田法学会誌 59 巻 1 号
（2008）345 頁参照。 
76 CERCLA101 条（41）、128 条。 
77 Steven Ferry, supra note 73, at 251. 
78 Daniel A. Farber And Roger W. Findley, supra note 28, at246; Craig N. Johston, 
United States v. Atlantic Research Corp.: The Spreme Court Restores Voluntary 
Cleanups under CERCLA, 22 J. Envtl. L. ＆ Litig. 313 (2007) at 341. 
79連邦最高裁判所は、このように 107 条(a)と 113 条(f)が重複する場面が存在することを認





のであれば、少なからず PRP の和解に対する意欲は減退するのではないかと思われる80。 




帯責任の場合は orphan share は被告の負担となるため、原告である PRP は、orphan share
を負担することもなくなるという点も問題となる。つまり、107 条(a)に基づく費用回収訴
訟において PRP が原告である場合にも被告に連帯責任を課することを認めると、PRP の求
償権が Aviall 判決以前に認められていたもの（分担金請求権）よりもはるかに拡大された
ものとなってしまうことが懸念されるのである82。さらに、第一の問題点とも関連するが、
107 条(a)と 113 条(f)のどちらを適用すべきかの区別がつかず、どちらに基づいても訴訟を
提起することができる場面が存在するとして、PRP が原告となる場合にも 107 条(a)が連帯
責任を原則とするとなれば、113 条(f)よりも 107 条(a)が常に選ばれることになるのではな
いかとも考えられる83。このように重大な問題を含むにも拘わらず、最高裁判所は PRP に
よる 107 条(a)に基づく訴訟が連帯責任を原則とするものか否かにつき明確な判断を避けた。
Atlantic 判決後に同判決を引用した 2 件の連邦地方裁判所判決84が、PRP である原告は費
用回収訴訟で被告に連帯責任を課することができるとしたことは注目に値する。 
 そして第四に、第三点目でも触れたことではあるが、PRP が他の PRP に求償する場合、
107 条(a)と 113 条(f)とでは前者に基づく訴訟の方が原告にとっては有利であると思われる
ことである85。113 条に基づく分担金請求訴訟においては、原告は全ての PRP を被告とし
なければ完全な費用回収ができず、また、原告がそれぞれの被告の寄与度を証明しなければ
ならない。一方、107 条(a)に基づく費用回収訴訟では、PRP が原告である場合にも連帯責
                                                   
80黒坂・前掲注（66）443 頁参照。 
81 Kevin A. Gaynor et al., Unresolved CERCLA Issues after Atlantic Research and 
Burlington Northern, 40 Rnvtl. L. Rep. News ＆ Analysis 11198 (2010) at 11198-
11202. 
82 Ronald G. Aronovsky, A Preemption Paradox: Preserving the Role of State Law in 
Private Cleanup Cost Disputes, 16 N.Y.U. Envtl. L.J. 225 (2008) at 255. 
83 この点は Atlantic 判決において被告が指摘したが、連邦最高裁判所は連帯責任について
は明言を避けながらも、107 条(a)に基づく訴訟においても 113 条(f)に基づく反訴請求によ
って費用を公正に配分することが可能であると説明している。 
84 532 F. Supp. 2d 1306(2007) at 1311-1313; 379 B.R. 449(2007) at 460-461. 
85 Steven Ferry, Inverting the Law: Superfund Hazardous Substance Liability and 
Supreme Court Reversal of All Federal Circuits, 33 Wm. ＆ Mary Envtl. L. ＆ Pol’y 
Rev. 633 (2009) at 660. 107 条(a)に基づく訴訟のメリットとして、連帯責任を課すこと、








6 年以内であるのに対し、分担金請求訴訟は 106 条または 107 条(a)に基づく民事訴訟の判





（２）同意に基づく行政命令（AOC）または和解に応じた PRP による求償 







えているのは、第 2 回区連邦控訴裁判所の判示である。同裁判所は 2005 年の Consolidated 
Edison 判決86において、PRP と州との間の AOC が、州法上の責任のみならず CERCLA 上
の責任からも当該 PRP を解放するものでなければ、当該 PRP は 113 条(f)(3)(B)を用いて他
の PRP に対し分担金を請求することはできないと判示した87。その一方で、113 条(f)によ
る分担金請求が認められない PRP が 107 条(a)に基づき他の PRP に対して浄化費用を求め
ることを認めたのである88。同裁判所は、Atlantic 判決後の W.R.Grace 判決89においても、
Consolidated Edison 判決に従い、AOC が CERCLA 上の責任に言及していない場合には
113 条(f)(39(B)を適用することはできないとしつつ、当該 PRP が 107 条(a)に基づき他の
PRP から費用回収を行うことを認めた。その理由について、裁判所は次のように述べてい
る。 





                                                   
86 Consolidated Edison Company v. UGI Utilities, Inc., 423 F. 3d 90 (2nd Cir. 2005). 
87 Id., at 96. 
88 Id., at 97-100. 






社が DEC［筆者注：ニューヨーク州環境保護局］との AOC に応じず、代わりに訴
訟の提起を待っていたとしたならば、Grace 社は 113 条(f)(1)に基づく分担金請求が
可能となるであろうが、そのような訴権は訴訟の開始の遅延によりさらなる汚染を
生じさせ、より高額な費用を要することとなる。90」 
同裁判所は、2010 年の Niagara Mohawk 判決91で、PRP と州政府との間の同意判決が一
定の条件の下で PRP を CERCLA 上の責任から解放することを明記していたことから、
PRPは 113条(f)(3)(B)に基づき他のPRPに対し分担金請求ができると判示した92。ただし、
当該 PRP は 113 条(f)(3)(B)に基づき他の PRP への求償が可能となるため、107 条(a)に基
づく費用回収訴訟は提起できないと述べた93。 
 このような第２巡回区の判示に対して、第 3 巡回区連邦控訴裁判所はこれに反論する形
で異なる解釈を示している。同裁判所は、2013 年の Trinity 判決94において次のように判示
した。すなわち、第 2 巡回区の Consolidated Edison 判決は、CERCLA を改正し 113 条(f)
を新設した SARA の立法経過を引用し、「113 条は CERCLA において連帯責任を課された
者が他の潜在的責任当事者に対し分担金を請求する権利を明らかにし、これを確認するも




みであるというのである。したがって、同裁判所は、113 条(f)(3)(B)は CERCLA 上の責任
を解決した者でなければ用いることはできないという結論を否定し、CERCLA 上の責任を
免除するとの明言のない州との同意判決に従って浄化を実施した PRP が 113 条(f)(3)(B)に
基づき分担金請求訴訟を提起することを認めた97。同裁判所は、第 2 巡回区連邦控訴裁判所
の Consolidated Edison 判決の示した上記のルールが他の多くの地方裁判所においても採
用されていることを認めつつ、これには従わないと述べている98。 
                                                   
90 Id., at 95. 
91 Niagara Mohawk Power Corporation v. Chevron U.S.A., Inc., 596 F. 3d 112 (2nd Cir. 
2010). 
92 Id., at 125-126. 
93 Id., at 140. 
94 Trinity industries, Inc. v. Chicago Bridge & Iron Company, 2013 WL 4418534 (3rd 
Cir. 2013). 
95 H. R. Rep. No. 99-253(Ⅰ) at 79 (1985). 
96 2013 WL 4418534 (3rd Cir. 2013) at 3. 




 翻って、第 11 巡回区連邦控訴裁判所は、2012 年の Solutia 判決99において注目すべき判
断を示している。同裁判所は、Atlantic 判決において連邦最高裁判所が明言を避けた同意判
決に基づく浄化費用の求償に関しては、同判決後の他の巡回区（第 2、第 3、第 8 巡回区を




を実施した PRP が 107 条(a)に基づき浄化費用を回収することができるとすれば、和解に
応じた他の PRP の分担金責任を免除する 113 条(f)(2)の存在意義が薄れることである。同
条項は、和解に応じた PRP を他の PRP が提起する分担金請求訴訟から保護する規定であ
るが、他の PRP による 107 条(a)に基づく費用の求償からは保護していないからである。そ
れゆえ、同意判決に応じた PRP に 107 条(a)に基づく費用回収を認めることは、CERCLA
上の和解へのインセンティブを阻害することになるとも述べている。第二点は、同意判決に
基づく浄化実施者が 107 条(a)に基づく訴訟の提起を認められた場合、被告たる他の PRP に
連帯責任を課することとなるが、原告は既に EPA との間で和解により責任を果たした者で
あるから 113 条(f)(2)により保護され、被告らは原告に対し 113 条(f)(1)に基づく反訴請求を
することができなくなってしまうことである101。これらの理由から、同意判決に従って浄化
を実施した PRP に 107 条(a)に基づく費用回収を認めることはできないという。 
 このように、107 条(a)および 113 条(f)の適用範囲は判例上未だ統一されておらず不明瞭
な点は残されているものの、各裁判所が PRP 間の求償を積極的に認めつつ、CERCLA に
基づく浄化の促進および PRP 間の責任配分の公平性をも考慮に入れていることが見受けら
れる。現時点では、連邦控訴裁判所においては、PRP 間の求償で 107 条(a)および 113 条(f)
の双方ともに適用可能とする場面は認められておらず、AOC または同意判決に従い浄化を




 本判決は、政府が提起した CERCLA107 条(a)に基づく費用回収訴訟の被告となった PRP
による損害の可分性の証明を認め、被告に連帯責任ではなく分割責任を負わせたものであ




                                                   
99 Solutia, Inc. v. Mcwane, Inc., 672 F. 3d 1230 (11th Cir. 2012). 
100 Id., at 1236. 





 Shell Oil 社は、農薬散布を行う Brown＆Bryant 社（B＆B 社）に化学物質を販売してい
た。B＆B 社の施設の一部は、Burlington Northern and Santa Fe Railway 社及び Union 
Pacific Railway 社から賃借している土地上にあった。Shell 社は、化学物質がタンク車から
貯蔵タンクへ運ばれる際に漏えいしていることに気づいていたため、全ての買主に対し、漏
えいを制御するよう要請していた。それにも拘らず、鉄道会社の土地上および B＆B 社の施
設上で化学物質の漏えいは続いた。B＆B 社は EPA の指示に従っていくらか浄化に努めた
後倒産したため、その後は EPA が浄化措置を実施し 800 万ドルの費用を負担した。そこ
で、政府は Shell 社と Burlington 社および Union 社に対して 107 条(a)に基づき費用回収
訴訟を提起した。 
（２）下級裁判所の判断 






ある（19％）。二つ目は、B＆B 社の操業期間のうち鉄道会社らが B＆B に土地を賃借して
いた期間のパーセンテージである（45％）。そして三つ目は、本件で問題となった 3 つの汚
染物質のうち 2 つのみが鉄道会社らの区画に漏えいしていたことから、浄化が必要とされ
た汚染全体のうちおおよそ 3 分の 2（66％）に関与していたという点である。裁判所は、こ
れらのパーセンテージをかけあわせた数値を切り上げて 6％とみなし、そのうえで計算誤差




裁判所は自ら 3 分の 2 というおおまかな配分の証拠を用いていた。 
 第 9 巡回区連邦控訴裁判所103は、鉄道会社らは owner としての責任を負うとし、Shell 社
については、有害物質を投棄する目的で B＆B 社と契約を結んでいたわけではないため、
107 条(a)(3)の下での伝統的な arranger には当たらないとしながらも、有害物質の投棄（漏
えい）は売買や運送のプロセスの不可欠な一部分となっていたことから、より広いカテゴリ
                                                   
102 United States v. The Atchiton, Topeka ＆ Santa Fe Railway Company, 2003 WL 
25518047 (E.D. Cal. July 15, 2003).  
103 United States v. Burlington Northern ＆ Santa Fe Railway Company, 520 F. 3d 
918 (9th Cir. 2008). 
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るとはいえないと判断したのである。特に Shell 社が B＆B 社に対し漏えいを軽減するよう
奨励していたことは、投棄を意図してはいなかったことを示しているという。したがって、















来の可分性の捉え方とは乖離するとの見解105、本判決の判示によって EPA の PRP に対す
                                                   
104 Kevin A. Gaynor et al., supra note 81, at 11205; Robert M. Guo. Reasonable Basis 
for Apportioning Harm under CERCLA, 37 Ecoligy L. Q. 317 (2010) at 319; Rachael K. 
Evans, Burlington Northern ＆ Santa Fe Railway Co. v. United States, 34 Harv. 
Envtl. L. Rev. 311 (2010) at 319; Kenneth K. Kilbert, supra note 55, at 1053. 
105 William C. Tucker, All Is Number: Mathematics Divisibility and Appotionment 





























                                                   
106 Peter J. McGrath Jr., Burlington Northern ＆ Santa Fe Railway Co., Et Al v. 
United States: Defining Environmental Law or Changing It? 3 Chaelotte L. Rev. 85 
(2011) at 87. 
107 Steve C. Gold, Dis-Jointed? Several Approaches to Divisivility after Burlington 
Northern, 11 Vt. Envtl. L. 307 (2009) at 310; Martha L. Judy, Coming Full CERCLA: 
Why Burlington Northern Is Not the Sword of Damocles for joint and Several Liability, 
44 New Eng. L. Rev. 249 (2010) at 287; United States v. Iron Mountain Mines Inc., 
2010 WL 1854118 (E.D.Cal. May. 6, 2010) at 3. 
108 JAMES SALZMAN ＆ BARTON H. THOMPSON, JR., ENVIRONMENTAL LAW AND POLICY 
(FOUNDATION PRESS, 3rd ed., 2010) at229. 
109 Daniel Riesel, supra note 63, at 442. 
110 Martha L. Judy, supra note 107, at 287; United States v. Iron Mountain Mines Inc., 
















節で扱う Ashley 判決はこれに該当する。 
 
第三節 汚染者負担原則（Polluter-Pays Principle） 






（１）OECD の提唱する PPP 
 経済協力開発機構（Organization for Economic Cooperation and Development：OECD）
は、1972 年に採択した「環境政策の国際経済的側面に関するガイディング・プリンシプル
の理事会勧告」112において、汚染者負担原則（PPP）を加盟国の目標として提唱した。同勧






                                                   
111 Kenneth K. Kilbert, supra note 55, at 1059. 
112 Organization for Economic Cooperation and Development, Recommendation of the 
Council on Guiding Principle Concerning International Economic Aspects of 
















 経済学者は、OECD のいう PPP はあくまでも経済的原則であり、法的責任を問題とする
ものではなく、公平性の実現を目的とするものでもないとみなしてきた118。OECD も、PPP
は第一に効率性を目的とするものであると述べているが、公平性の観点を排斥しているわ
けではない119。もっとも、OECD は、多くの加盟国において助成金が PPP と調和するもの
として活用されており、また、PPP の実施においては効率性および公平性よりも、受容性・
有効性・資金調達目的という側面が重視されている傾向にあることを指摘している120。 
 OECD の提唱する PPP は、原状回復等の事後的な環境回復のための費用や損害賠償等の
被害救済費用を適用範囲に含めていない点、および、汚染防止が最適汚染水準までしか認め
                                                   




115 大塚直「環境法における費用負担論・責任論」法学教室 269 号（2003）8 頁。 
116 Organization for Economic Cooperation and Development, Recommendation of the 
Council Concerning the Application of the Polluter-Pays Principle to Accidental 
Pollution, C (89) 88/FINAL (1989). 
117 J. MCLOUGHLIN AND E. G. BELLINGER, ENVIRONMENTAL POLLUTION CONTROL: AN 
INTRODUCTION TO PRINCIPLES AND PRACTICE OF ADMINISTRATION (GRAHAM & TROTMAN 
Ltd, 1993) at 145. 
118天野明弘『地球温暖化の経済学』（日本経済新聞社・1997）25 頁。ただし、汚染者負担
原則の解釈は、経済学者と法学者とでは異なるといわれる。See J. McLoughlin and E. G. 
Bellinger, supra note 117. すなわち、経済学者は社会的損失や社会的費用を考慮に入れ、
広範な経済的手法を考案するが、法学者は特定の人を保護することなどの公平性により強
い関心を示すのであるという。 
119 ORGANISATION FOR ECONOMIC COOPERATION AND DEVELOPMENT, ECONOMIC 
INSTRUMENT FOR ENVIRONMENTAL PROTECTION (OECD, 1989) at 28. 













1970 年大気浄化法（Clean Air Act：CAA）が、基準達成のために要する費用を汚染者が負
担すべきことを規定していることが汚染者負担原則の端緒であったとされている124。とり








                                                   
121大塚直「政策実現の手段―民事的救済と政策」岩村正彦他編『政策と法』（1998・岩波
書店）194－195 頁。 
122植田和弘「環境税における汚染者負担原則と受益者負担原則」環境情報科学 34 巻 2 号
（2005）4 頁参照。 
123 Stanford E. Gaines, The Polluter-Pays Principle: From Economic Equity to 
Environmental Ethos, 26 Tex. Int’l L. J. 463 (1991) at 480; Jonathan Remy Nash, Too 
Much Market? Conflict between Tradable Pollution Allowances and the “Polluter Pays" 
Principle, 24 Harv. Envtl. L. Rev. 465 (2000) at 471; Eric Thomas Larson, Why 
Environmental Liability Regimes in the United States, the European Community, and 
Japan Have Grown Synonymous with the Polluter Pays Principle, 38 Vand. J. 
Transnat’l L. 541 (2005) at 547; ジェイソン・スコット・ジョンストン／大塚直監訳・福
田矩美子訳「汚染者負担原則は真に根本的なものか？アメリカ環境法における環境責任お
よび環境税の相対的な重要性に関する経済学上の説明」L＆T43 号（2009）84 頁。 
124 See Stanford E. Gaines, supra note 123, at 480; Jonathan Remy Nash, supra note 
123, at 471; Eric Thomas Larson, supra note 123, at 547. 
125 Jonathan Remy Nash, supra note 123, at 471-472. 
126 See Stefanie Sommers, The Brownfield Program: Liability for Lenders, Owners, 
and Developers in Canada and the United States, 19 Colo. J. Int’l Ent. L. & Pol’y 259 
(2008) at 266. 
127 See Boris N. Mamlyuk, Analyzing the Polluter Pays Principle through Law and 





























 EPA も、CERCLA の責任体系の基礎に汚染者負担原則が存在することを認識しており、
                                                   
128 Id., at 42. 
129 Daniel C. Esty, Toward Optimal Environmental Governance, 74 N.Y.U.L. Rev. 1495 
(1999) at 1504. 
130 See J. MCLOUGHLIN AND E. G. BELLINGER, supra note 117, at 151. 
131 Senate Committee of Environment and Public Works, A Legislative History of the 
Comprehensive Environmental Response, Compensation and Liability Act of 1980, S. 
Doc. No. 97-14, 97th Cong., 2d Sess. 1983, Vol. 1, at 320. 
132 Report of the House Subcomm. on Investigations and Oversight of the Comm. on 
Public Works and Transportation, Administration of the Federal Superfund Program, 









 続いて、裁判例における CERCLA と汚染者負担原則との関係に関する判示を見ていく。 
（ⅰ）Alcan Aluminum 判決 
 CERCLA の立法目的が汚染者負担原則である旨を最初に明言した判例は、第 3 巡回区連
邦控訴裁判所の Alcan Aluminum 判決135である。  
 本件は、EPA が汚染サイトの浄化に関して負担した費用を PRP から回収するために 107
条(a)(4)(A)に基づき訴訟を提起したものである。被告である Alcan Aluminum 社がアルミ
ニウムの製造過程で生じさせる廃棄物中に、CERCLA の対象となる有害物質に該当する銅、
クロム、カドミウム、鉛、亜鉛が含まれており、同社は当該サイトの汚染にわずかながらに




Alcan Aluminum 社の費用負担責任を肯定した136。 
 さらに裁判所は、先述の CERCLA の立法経過を参照している。その中で議会が「化学物
質による損害を引き起こした者にその損害の費用を確実に負担させるという目的は、責任
                                                   
133 United States Environmental Protection Agency, Interim Guiding Principles for 
Good Samaritan Projects at Orphan Mines Sites and Transmittal of CERCLA 
Administrative Tools for Good Samaritans (Jun 6, 2007); United States Environmental 
Protection Agency, Comprehensive Environmental Response, Compensation and 
Liability Act (CERCLA) or Superfund, Section 104; Announcement of Competition for 
final Five Brownfield Economic Redevelopment Initiative Pilots, FR Doc. No. 94-28706 
(1994)[hereinafter EPA 1994 Notice]. 
134 United States Environmental Protection Agency, The Buck Stops Here; Polluters 
are Paying for Most Hazardous Waste Cleanups, Superfund Today (EPA 
540-K-96/005, June 1996) at 1. 
135 United States v. Alcan Aluminum Corp., 964 F. 2d 252 (3d Cir. 1992). 
136 ただし、2002 年に、中小企業の責任軽減およびブラウンフィールド再活性化法（The 
Small Business Liability Relief and Brownfields Revitalization Act: ブラウンフィール
ド法）によって CERCLA が改正され、有害物質の放出量が一定量以下である有害物質発
生者および輸送者は CERCLA 上の責任を免除されることとなった（CERCLA107 条
(o)(1)）。具体的には、①110 ガロン以下の液体廃棄物または 200 ポンド以下の固形廃棄物
を発生させ、輸送させ、または輸送したこと、②2001 年 4 月 1 日以前に有害廃棄物の処
分、処理または輸送を行ったことが免責の要件となっている。なお、本件の Alcan 










（ⅱ）Beazer East 判決 
しかしその後、同じく第 3 巡回区連邦控訴裁判所は、CERCLA における汚染者負担原則
に関して Alcan Aluminum 判決とはいくぶん異なる判示をした139。 
本件は、アラバマ州の工場地域にある汚染サイトの過去の所有者である Beazer 社が EPA
による AOC に従い当該サイトの調査および浄化を実施した後、Beazer 社の前に当該サイ
トを所有していたMead 社に対し浄化費用の分担金を請求する訴訟を提起したものである。
両者はともに当該サイトの汚染に寄与しており、汚染物質が投棄された時点の土地所有者




社および Mead 社の CERCLA 上の責任にいかに影響するかという点であった。Beazer１
の原審では、1974 年免責特約に基づき Mead 社を免責するものと判断された。しかし、
Beazer１において第 3 巡回区連邦控訴裁判所は、免責特約の締結自体は CERCLA107 条
(e)(1)により認められる141が、アラバマ州契約法の下では免責特約の内容は平易かつ明瞭な
ものでなければならないところ、1974 年免責特約はこのルールに反しているとし、原判決
を破棄差戻しとした。そこで、差戻し審では、Mead 社の CERCLA 上の責任を免除するこ
とは認めず、Beazer 社の Mead 社に対する 113 条(f)に基づく分担金請求について、原告
Beazer 社および被告 Mead 社のそれぞれの責任配分を考慮した。そして、両者の責任配分
の決定に際し、それぞれの汚染への純粋な寄与度は Mead 社が 90％、Beazer 社が 10％で
あるとしながらも、「公正な要素」として 1974 年免責特約を考慮に入れた上で、最終的に
は Mead 社の負担分を 67.5%、Beazer 社のそれを 32.5％とした。 
                                                   
137 Senate Committee of Environment and Public Works, A Legislative History of the 
Comprehensive Environmental Response, Compensation and Liability Act of 1980, S. 
Doc. No. 97-14, 97th Cong., 2d Sess. 1983, Vol. 1, at 320. 
138 964 F. 2d 252 (3d Cir. 1992) at 257-258. 
139 Beazer East, Inc. v. Mead Corp., 412 F. 3d 429 (3d Cir. 2005). 
140 Beazer East, Inc. v. Mead Corp., 34 F. 3d 206 (3d Cir. 1994). 






これに対して第 3 巡回区連邦控訴裁判所は、汚染者負担原則と 113 条(f)(1)に基づく分担
金の配分との関係について次のように判示した。差戻し審は、Alcan Aluminum 判決を引











もっとも、同裁判所は、Alcan Aluminum 判決が 113 条(f)(1)とは関係のないものであっ
たとの断りを付しており、汚染者負担原則を CERCLA の重要な目的として位置づけた同判
決の判示そのものを否定しているわけではない。 
汚染者負担原則の解釈に関する文脈で Beazer East 判決を引用する連邦地方裁判所の判
決は少なくない146。テキサス州連邦地方裁判所は 2009 年の Haliburton 判決147において、
Beazer East 判決が CERCLA113 条(f)(1)の下では汚染者負担原則は必ずしも優先されるべ
き要素ではないと判示した部分を引用したうえで、「CERCLA は直接の汚染者がすべての
対策費用を負担する責任を負うことを要求してはいない」と述べた148。このように、




                                                   
142 412 F. 3d 429 (3d Cir. 2005) at 446, 448. 
143 Id., at 446. 
144 Id. 
145 Id., at 446-447. 





いう意図を明示したのであると述べている。See City of Los Angeles v. Great Basin 
Unified Air Pollution Control District, 2013 WL 1858397 (E.D. Cal. May.2, 2013) at 7. 
147 Halliburton Energy Services, Inc. v. NL Industries, et al., 684 F. Supp. 2d 840 (S.D. 
Tex. Aug. 18, 2009). 





 連邦最高裁判所も、汚染者負担原則が CERCLA の目的であることを認めている。その契




担原則を指すものといえる。同判決の示す CERCLA の２つの目的は、その後、第 2 巡回区
連邦控訴裁判所の Consolidated Edison 判決151においても引用された。 






のであるとし、訴訟当事者となっている PRP の費用負担配分を判断しているのである。 
なお、Burlington 判決は本章第２節で扱った通り、CERCLA における連帯責任の例外と










 このような法廷意見に対して Ginsberg 裁判官は反対意見を述べている。すなわち、Shell
社は有害物質の輸送を指揮していたのであるから、手配者に該当するという156。さらに、
                                                   
149 Control Data Corp. v. S.C.S.C. Corp., 53 F. 3d 930 (8th Cir. 1995). 
150 Id., at 935-936. 
151 423 F. 3d 90 (2nd Cir. 2005). 
152 556 U.S. 599 (2009) at 602. 
153 Id., at 610-611. 
154 Id., at 612. 
155 Id. 




という CERCLA の立法目的に調和しないと主張する157。 
 手配者に関する本判決の判示は、手配者の責任認定には「意図」が必要であるとするもの
であるが、これには主として二点ほど問題点があるように思われる。第一に、CERCLA の



















型がある。一つは、PRP が他の PRP に対し 113 条(f)に基づく分担金請求訴訟を提起する
場合である。もう一つは、PRP が他の PRP に対して 107 条(a)に基づく費用回収訴訟を提
起し、被告 PRP が原告に対して 113 条(f)に基づき反訴請求をする場合である。この場合、
汚染への寄与度に応じて責任が配分されれば、汚染者負担原則に適うといえよう。しかし、
裁判所が寄与度以外の要素をも「公正な要素」として考慮し、その際に汚染者負担原則が他
                                                   
157 Id., at 622. 
158 See J. Whitney Pesnell, The Contribution Bar in CERCLA Settlements and Its 
Effect on the Liability of Nonsettlors, 58 la. L. Rev. 167 (1997) at 190; Ronald G. 
Aronovsky, Rethinking the Role of Federal Law in Private Cleanup Cost Disputes, 33 
Ecology L. Q. 1 (2006) at 16; Emilee Mooney Scott, Bona Fide Protection: Fulfilling 
CERCLA’s Legislative Purpose by Applying Different Definitions of “Disposal”, 42 
Conn. L. Rev. 957 (2010) at 966; Ronald G. Aronovsky, Foreword: CERCLA and the 
Future of Liability-Based Environmental Regulation, 41 Sw. L. Rev. 581 (2012) at 582. 
159 Ronald G. Aronovsky, Foreword: CERCLA and the Future of Liability-Based 





CERCLA が PRP に連帯責任を課することを基本としており、PRP は 113 条(f)による反訴
請求がなければ 107 条(a)の連帯責任の下で寄与度にかかわらず全責任を課されうるという
ことに鑑みれば、113 条(f)において寄与度を含めた様々な要素により PRP 間の責任配分が
決定されること自体は、汚染者負担原則に矛盾しないと評価しうるのではないかと思われ
る。 
 第二に、OECD の提唱する PPP との関係では、OECD が PPP を「汚染の防止および制
御のための費用を配分するために用いられる原則160」であるとしていることから、CERCLA
の責任体系は OECD の PPP とも調和するものであるとする見解である161。先に述べた通





がら、OECD の PPP を汚染制御費用を汚染原因者に配分するための原則であると単純に捉
えれば、CERCLA においては PRP 間の責任配分は求償によってある程度実現されうるも
のといえるため、CERCLA の責任体系は OECD の PPP に反しないものと解しうる。 
 そして第三に、CERCLA が PRP に連帯責任を負わせることは、「有害廃棄物サイトの早
期の浄化」を促進すること、および当該措置費用が汚染に責任ある者によって負担されるこ
とという CERCLA の 2 つの目的に大いに役立ってきたとして、連帯責任と汚染者負担原則
との関係をも好意的に評価する立場もある162。すなわち、汚染サイトの PRP が倒産・死亡
等により責任主体として利用不可能である場合、この orphan share を政府が負担するので
はなく、その他の現存する PRP に自身の負担分を超えて負担させることができる163。この
ことが、汚染者負担原則に適うというのである164。ただし、この点に関しては、CERCLA
において PRP に連帯責任を課するということは、EPA が PRP のカテゴリーに該当する者
の中で選出した一者に対し、汚染浄化措置実施および費用負担責任の全てを負わせること
が可能となるため、EPA はとりわけ莫大な費用の支払い能力のある者―deep pocket―を第
一に PRP として指名することになるとして、deep pocket への責任集中が問題視されてき
                                                   
160 Organization for Economic Cooperation and Development: Council 
Recommendation on the Application of the Polluter-Pays Principle to Accidental 
Pollution, 28 I.L.M. 1320 (1989) at 1322. 
161 Peter Obstler, Toward a Working Sollution to Global Pollution: Importing CERCLA 
to Regulate the Export of Hazardous Waste, 16 Yale J. Int’l L. 73 (1991) at 118. 
162 Steve C. Gold, supra note 107, at 323. 
163 Id. 
164 See Steve C. Gold, supra note 107, at 323-326. 
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 第一に、そもそも CERCLA は汚染者負担原則に基づいて制定されたものではないとの指







と思われる。実際に、立法者たる議会および執行者たる EPA の双方が、CERCLA が汚染
者負担原則を基軸としていることを明言している。 
 第二に、CERCLA の責任体系が汚染者負担原則に反しているとの批判がある168。そこで
は、EPA が PRP を指定し浄化措置実施責任を強制する際に、EPA は、当該 PRP が汚染を
引き起こしたこと、および当該 PRP の行為が違法であったこと等について一切証明する責
任を負わないことが指摘されている169。つまり、責任主体が真の汚染原因者と評価されうる
か否かという観点が CERCLA の責任体系においては欠落しており、専ら PRP のカテゴリ
ーに該当するか否かによって責任の有無が決せられる点で、CERCLA の責任体系は汚染者
負担原則に反するということである170。この主張は説得力があるように思われるが、要する
                                                   
165 Thomas W. Church and Robert T. Nakamura, Beyond Superfund: Hazardous Waste 
Cleanup in Europe and the United States, 7 Geo. Int’l Envtl. L. Rev. 15 (1994) at 24; 加
藤他・前掲注（９）222 頁等参照。 
166 Blanca Mamutse and Valerie Fogleman, Environmental Claims and Insolvent 
Companies: The Contrasting Approaches of the united Kingdom and the United States, 
2 Brit. J. Am. Legal Stud. 579 (2013) at 587. 
167 Id. 
168 Richard L. Stroup, supra note 33, at 121. 
169 See Id., at 121-124. 
170 See Michael J. Gergen, The Failed Promise of the “Polluter Pays” Principle: An 
Economic Analysis of Landowner Liability for Hazardous Waste, 69 N. Y. U. L. Rev. 





には因果関係が基本的には要求されるが、OECD の PPP は因果関係を厳密に要求するもの
ではない。汚染者負担原則を採用するに際して、汚染と責任主体の行為との間の因果関係を
どの程度まで要求するかは重要な課題である。 

























                                                   
171 Whitney Pesnell, The Contribution Bar in CERCLA Settlements and Its Effect on 
the Liability of Nonsettlors, 58 la. L. Rev. 167 (1997) at 222-223. 
172 Id. 
173 Id., at 223-224. 
174 Richard L. Stroup, supra note 33, at 121. 
175大塚直「原因者主義か所有者主義か―土壌環境保全対策に関する立法を素材にして―」




せる」という CERCLA の目的に反するのではないかともいえる。CERCLA における汚染


























に必然的に含まれたものと思われる。その上で、107 条(b)が CERCLA 制定当初の唯一の免
責規定として設けられ、汚染による損害が①不可抗力、②戦争行為、③被告の使用人・代理
人以外または被告と契約関係にない第三者による作為または不作為、のいずれかに起因す







土地所有者も PRP としての責任を課されうるというのが実情であった。 
CERCLA の土地所有者責任は解釈上、当該土地所有者の有責性を問わず176、所有権
（ownership）のみを根拠とするものであるとされている177。この点に関して、賃借人の責
























ではなく、107 条(a)(1)の現在の所有者の責任は 107 条(a)(2)の過去の所有者の責任と同様
に、「投棄の時点」という文言によって限定されることを議会は意図していたのであるとい
う。そして第二に、107 条(a)(1)および(2)の両規定は因果関係の証明を要求するものとして
                                                   
176 Emilee Mooney Scott, supra note 158, at 967. 
177 See Randy M. Mott, Liability for CERCLA of Inactive Hazardous Waste Disposal 
Sites, 14 Nat. Resources Law. 379 (1982) at 414; Sandra E. Marcus, The Price of 
Innocence: Landowner Liability under CERCLA and SARA, 6 Temp. Envtl. L. Tech. J. 
117 (1987) at 117; Diana L. McDavid, Liability of The Innocent Current Owner of Toxic 
Property under CERCLA, 23 U. Rich. L. Rev. 403 (1989) at 407; Michael A. Bell, The 
Effect of Superfund Liability on Property “Owners”, 92 W. Va. L. Rev. 125 (1989) at 
136-139; Ronald G. Aronovsky, supra note 158, at 102. 
178 United States v. Mexico Feed and Seed Company, Inc., 980 F. 2d 478 (8th Cir. 1992). 
179 Id., at 484. 
180 Id. 
181 Stefanie Sommers, supra note 126, at 268. なお、“status- based liability”と表される
こともある。See Ronald G. Aronovsky, supra note 158, at 13, 102. 









































                                                   
183 H.R. 7020, 96th Cong., 2d Sess. (1980), reprinted in 2 Legislative History of the 
Comprehensive Environmental Response, Compensation, and Liability Act of 1980 
(Superfund) at 438. 
184 759 F. 2d 1032 (2nd Cir. 1985) at 1045. 
185 Senate Committee of Environment and Public Works, A Legislative History of the 
Comprehensive Environmental Response, Compensation and Liability Act of 1980, S. 
Doc. No. 97-14, 97th Cong., 2d Sess. 1983, Vol. 1, at 323. 












国憲法第 5 修正、および、州の規制権（police power）行使によって人の生命・自由または
財産を奪ってはならないとする合衆国憲法第 14 修正である。第 14 修正には収用に関する











 このような財産権を国家または州が正当な補償を伴って獲得する権利のことを Eminent 
Domain という。第 5 修正に適合する Eminent Domain に基づく収用であるというために
は、①公共の目的のためであること、②正当な補償をすることという２つの条件を充たす必
要がある193。これに対して、police power（規制権）194は州政府が行使するものであるが実
                                                   
189寺尾美子「アメリカ土地利用計画法の発展と財産権の保障（１）」法学協会雑誌 100 巻
2 号（1983）359 頁。 
190 NANCIE G. MARZULLA AND ROGER J. MARZULLA, PROPERTY RIGHTS: 
UNDERSTANDING GOVERNMENT TAKINGS AND ENVIRONMENRAL REGULATION 
(GOVERNMENT INSTITUTE, 1997) at 1-2. 
191 Id., at 11-12. 
192 See Id., at 13-19. 
193 Id., at 4. 
194 これを「警察権能」と訳出するものとして、高原賢治「アメリカにおける「警察権
能」の理論の展開（一）―公共の福祉についての一考察―」国家學會雑誌 74 巻 9・10 号
（1961）461 頁、同「アメリカにおける「警察権能」の理論の展開（二・完）―公共の福
祉についての一考察―」国家學會雑誌 74 巻 11・12 号（1961 年）560 頁。また、これを
「警察権」と訳すものとして、松島諄吉「適法な警察権の発動による財産上の損失に対す













第 5 修正を直接用いて国家または州に対し補償を請求することができる。 
















                                                   
リーズ著／堀田牧太郎訳『アメリカ土地利用法』（法律文化社・1994）1 頁。 
195松島・前掲注（194）25 頁。 
196 東平好史「警察責任の研究（一）」神戸法学雑誌 16 巻 3 号（1966）522 頁。 
197 松島・前掲注（194）27－28 頁。 
198 See Nancie G. Marzulla and Roger J. Marzulla, supra note 190, at 6-7. 
199 See Id., 7-8. 
200 28 U.S.C. §2501. 
201 See John R. Sand & Gravel Company v. United States, 457 F. 3d 1345 (Fed. Cir. 
2006); CRV Enterprises, Inc. v. United States, 86 Fed. Cl. 758 (Fed. Cl. 2009); John F. 
Hutchens v. United States, 89 Fed. Cl. 553 (Fed. Cl. 2009). 
202 Henry Hendler v. United States, 952 F. 2d 1364 (Fed. Cir. 1991). 
203 Henry Hendler v. United States, 175 F. 3d 1374 (Fed. Cir. 1999). 
204 See Nancie G. Marzulla and Roger J. Marzulla, supra note 190, at 125. 
 49 
 
CERCLA における EPA の PRP に対する責任追及の手段が合衆国憲法第５修正のデュ
ー・プロセス条項に違反するか否かに関する裁判例も多い。 
まず、EPA が CERCLA107 条(l)に基づき浄化費用の回収のために土地所有者の財産に対
し先取特権を行使する際の手続に関してデュー・プロセス違反が争われた事例がある。第一







区連邦控訴裁判所の General Electric 判決207である。EPA が CERCLA の下で PRP に対し
浄化措置実施を命じる行政命令（Unilateral Administrative Order: UAO）が聴聞手続を経
ずに発せられ、また PRP はこれに従わなければ高額の罰金を科され、浄化費用の最大で 3
倍の額を懲罰的損害賠償として請求されることから、CERCLA における UAO 体系が合衆
国憲法第 5 修正のデュー・プロセスに反するとの宣言判決が求められた事案である。同裁
判所は次の２つの理由を挙げ、CERCLA を合憲と判断した。第一に、UAO 発令前に聴聞手
続がないことに関して、UAO を受けた PRP はこれに従わずに EPA に訴訟を提起させるこ
とによって、当該訴訟において聴聞を受けることができるのであるから、PRP が罰金およ
び懲罰的損害賠償の対象となるとしても、UAO はデュー・プロセスを果たすものであると
いう。第二に、UAO を受けた PRP は、株価の下落やブランド価値の低下等の差し迫った
重大なおよび回復不能の損害をこうむるため、UAO 体系はデュー・プロセスに反するとの
原告の主張に対し、EPA の UAO 発令によってではなく、それに対する市場の反応によっ
て生じる「間接的」損害は、デュー・プロセス条項による保護に値しないという。しかしな






                                                   
205 Paul D. Reardon v. United States, 947 F. 2d 1509 (1st Cir. 1991). 
206 United States v. 150 Acres of Land, 204 F. 3d 698 (6th Cir. 2000). 
207 General Electric Company v. U.S. Environmental Protection Agency, 610 F. 3d 110 
(D.C. Cir. 2010). 
 






























                                                   
209 Ken Purviance, The Hazardous Waste Abatement Liability of Innocent 
Landowners: A Constitutional Analysis, 17 Pac. L. J. 185 (1985-1986) at 18; Diana L. 
McDavid, supra note 177, at 408; R. Patrick Quinn, All Appropriate Inquiry & 
CERCLA’s Innocent Purchaser Defense: The Need for A Legislative Standard, 5 
Hofstra Prop. L. J. 65 (1992-1993) at 72. 
210 R. Patrick Quinn, supra note 209, at 75. 
211 See e.g., Ken Purviance, supra note 209, at 185-211; Sandra E. Marcus, supra note 
177, at 120; R. Patrick Quinn, supra note 209, at 72. 
212 Philadelphia Chewing Gum Co. v. Commonwealth, 387 A.2d 142 (Pa. Commw. Ct. 
1978). 
213 Ken Purviance, supra note 209, at 202. 










 CERCLA 制定当初は、107 条(b)217に唯一の免責規定が存在した。有害物質の放出または
放出のおそれによる損害が、①不可抗力、②戦争、③被告の使用人・代理人以外の第三者、
又は被告と契約関係にない第三者による作為・不作為のいずれか又はこれらの組合せによ









                                                   
216 Thomas A. Rhoads and Jason F. Shogren, Current Issue in Superfund Amendment 
And Reauthorization: How is the Clinton Administration Handling Hazardous Waste? 
8 Duke Envtl. L. & Pol'y F. 245 (1998) at 270. 
































landowner：ILO）、誠実な土地購入予定者（bona fide prospective purchaser：BFPP）、隣
接地の所有者（contiguous property owner：CPO）の免責規定である220。 
 
４．ILO, BFPP, CPOの抗弁 
（１）善意の土地所有者（ILO）の抗弁 
 ブラウンフィールド法によって CERCLA101 条(35)が改正され、SARA の下で置かれた











ILO の免責要件は SARA の下での免責要件よりも拡大されたため、ブラウンフィールド法
にいう「善意」は単なる善意とは性質が異なるものとなったといえる222。 
                                                   
219 CERCLA101 条(B)。 




221 CERCLA101 条(35),107 条(b)(3)。 
222黒坂・前掲注（９）78 頁、同「アメリカの土壌汚染浄化政策」日本不動産学会誌２３巻























 101 条(40)、107 条(r)が新設され、誠実な土地購入予定者の免責規定も新たに加わった226。




                                                   
223 EPA は 1995 年に、隣接地の汚染源から自身の所有する土地を汚染された者について
免責を認める通知を策定、公表しており、この政策をもとにブラウンフィールド法により
CERCLA 上に明文化されたのが CPO の免責規定である。See United States 
Environmental Protection Agency, Announcement and Publication of Final Policy 
toward Owners of Property Containing Contamnated Aquifers (1995). 
224 CERCLA107 条(q)(3)。 
225 CERCLA107 条(q)(1)(C)。 
226 EPA が 1995 年に策定、公表した通知において土地購入予定者との間で和解を推進す
ることが目指されていた。このように、土地購入予定者の責任制限について EPA は従前
から政策として対応をとっていたが、ブラウンフィールド法により CERCLA において土
地購入予定者の免責が認められることとなったのである。See United States 
Environmental Protection Agency, Announcement and Publication of Guidance on 
Agreements with Prospective Purchasers of Contaminated Property and Model 


















BFPP として免責されうる232。ただし、この条件の下賃借人が BFPP の地位にあったにも
かかわらず後に賃貸人が BFPP の地位を失った場合には、賃借人は BFPP の要件のうちあ
らゆる適切な調査を行ったという要件を除いた残りの全ての要件を満たす場合に限り、
BFPP として認められる233。次に、施設の所有者である賃貸人が BFPP とは認められない





以下では、2003 年に EPA が策定した ILO、CPO、BFPP の資格を得る要件についてのガ
イダンス235（以下、“Common Elements”）に沿って、要件について詳細に検討し、整理し
                                                   
227 CERCLA107 条(r)(2)。 
228 CERCLA101 条(40)。 
229 See United States Environmental Protection Agency, Revised Enforcement 
Guidance Regarding the Treatment of Tenants Under the CERLA Bona Fide 
Prospective Purchaser Provision (2012). 
230 CERCLA101 条(40)(A)。 
231 CERCLA107 条(r)(1)。 
232 See United States Environmental Protection Agency, Revised Enforcement 
Guidance Regarding the Treatment of Tenants under the CERLA Bona Fide 
Prospective Purchaser Provision (2012).at 3. 
233 Id., at 3-4. 
234 Id., at 4-5. 
235 See United States Environmental Protection Agency, Interim Guidance Regarding 
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たい。なお、Common Elements とは、土地所有者等が、BFPP、CPO 又は ILO として免
責される資格を得るために共通して満たさなければならない法律上の threshold criteria




（ⅰ）All Appropriate Inquiry（あらゆる適切な調査） 
 BFPP、CPO 又は ILO は、当該施設の以前の所有権とその利用形態について施設の購入
に先立って AAI（あらゆる適切な調査）を行わなければならない236。 





1997 年 5 月以降に購入された土地については、EPA が AAI 規則を公表するまでの間に購
入されたものは、民間の米国材料試験協会（American Society for Testing and Materials：
ASTM）が策定した「環境サイト評価基準：フェーズ１238環境サイト評価方法（Standard 
Practice for Environmental Site Assessments: Phase 1 Environmental Site Assessment 
Process）」239を満たすか否かで判断されることとされた240。EPA は AAI 規則を 2004 年ま
でに公表することとなっていたが241、実際には、2005 年 10 月に策定され、2006 年 11 月
1 日施行されている242。 
                                                   
Criteria Landowners Must Meet in Order to Qualify for Bona Fide Prospective 
Purchaser, Contiguous Property Owner, or Innocent Landowner Limitations on 
CERCLA Liability (“COMMON ELEMENTS”) (2003). 





表下の調査をサイト特有の状況に応じて行うものとされる。Philip L. Comella, 
Environmental Issues and Liability Considerations, 1885 PLI/Corp 241 (2011) at 253. 
239 Standard E 1527-97 として知られる。以下、「ASTM 基準」という。 
240 CERCLA101 条(35)(B)(ⅳ)(Ⅱ)。 
241 CERCLA101 条(35)(B)(ⅱ)(ⅲ)。 
242 United States Environmental Protection Agency, “All Appropriate Inquires Final 
Rule” Brownfields Fact Sheet EPA 560-F-05-240 (October, 2005). なお、AAI 規則の詳
細については、福田矩美子・黒坂則子・大塚直「アメリカ土壌汚染・ブラウンフィールド
問題―あらゆる適切な調査についての最終規則―」環境研究 148 号（2008）136 頁以下、




 ブラウンフィールド法において改正された CERCLA101 条(35)(B)(ⅱ)は、EPA が AAI 規









査を実施することとなる。ただし、そもそも ASTM 基準と AAI 規則の間にはそれほど重大
な差異は見られなかったが243、2005 年に ASTM 規則が改訂され同規則に沿った内容とな
ったため、同規則が制定された後も ASTM 基準が活用される可能性が指摘されており244、









EPA は考えている。この子会社関係の範囲が不明確であったところ、EPA は 2011 年にこ
の子会社関係の解釈についてのガイダンスを示した247。同ガイダンスによれば、BFPP 又




                                                   
243 ただし、環境専門家の定義が置かれ、インタビューが義務化されたこと等から、AAI
規則の方が ASTM 基準よりもいくぶん厳格なものとなったとの指摘がある。黒坂則子「ブ
ラウンフィールド法における AAI 規則の意義」同志社法学 60 巻 3 号（2008）335 頁。 
244黒坂・前掲注（103）322 頁。 
245 Philip L. Comella, supra note 238, at 255. 
246 CERCLA101 条(40)(H)、107 条(q)(1)(A)(ⅱ)。 
247 See United States Environmental Protection Agency, Enforcement Discretion 
Guidance Regarding the Affiliation Language of CERCLA’s Bona Fide Prospective 
Purchaser and Contiguous Property Owner Liability Protections (2011). 
248 Id., at 4-5. 
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ガイダンスは、BFPP 及び CPO の affiliation の例外として条文上定められている２つの条
件について説明している249。すなわち、BFPP の affiliation の例外として規定される「不
動産の所有権を移転する又は融資に供する証書」250については、譲渡証書又は所有権を移転
させるための契約書が含まれるものとする251。そして BFPP 及び CPO の両者において
affiliation の例外とされる「財又はサービスの販売のための契約」252に関しては、条文にい
う「財」とは日用品、製品、動産を意味し、「サービス」とは雇用を指すという。つまり、



















CPO 及び ILO は土地利用規制を遵守し制度的管理の実効性を妨げないよう努めなければ
                                                   
249 See Id., at 6-7. 
250 CERCLA101 条(40)(H)(i)(Ⅱ)。 
251 なお、施設の賃借人は一般的に賃貸借契約において施設の所有権を移転していない
が、EPA は賃貸借契約もここにいう affiliation の例外として扱うこととしている。See 
United States Environmental Protection Agency, Revised Enforcement Guidance 
Regarding the Treatment of Tenants Under the CERLA Bona Fide Prospective 
Purchaser Provision (2012) at 4. 
252 CERCLA101 条(40)(H)(i)(Ⅱ)、107 条(q)(1)(A)(ⅱ)(Ⅰ)。 
253 See United States Environmental Protection Agency, Enforcement Discretion 
Guidance Regarding the Affiliation Language of CERCLA’s Bona Fide Prospective 
Purchaser and Contiguous Property Owner Liability Protections (2011)at 7-10. 
















 なお、制度的管理については、EPA が 2010 年に新たなガイダンスを公表し、制度的管理
の 4 つの段階（計画、実施、維持、強制）において参考となる情報を提供している255。 
（ⅱ）相当の手段 












                                                   
255 United States Environmental Protection Agency, Institutional Controls: A Guide to 
Planning, Implementing, Maintaining, and Enforcing Institutional Controls at 
Contaminated Sites (2010). 






259 CERCLA107 条(q)(1)(D)。 
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 相当の手段として求められる内容の程度は、BFPP、CPO 及び ILO の間で異なりうる。
BFPP は、CPO 及び ILO と異なり、あらゆる適切な調査を行った結果当該土地に汚染が存
在することを知りながら当該土地を購入したとしても免責されうる。つまり、BFPP は当該
土地の汚染の性質や範囲についての知識を有する場合、何が相当の手段となりうるかを購
入に先立ち計画する機会を有するのである。これに対して CPO 及び ILO は購入前のあら
ゆる適切な調査によっても汚染について知るべき相当の理由がなかったのであるから、
CPO 及び ILO は当該土地購入後に汚染の存在を知って初めて、当該汚染について利用可能
な情報を考慮し相当の手段を講じることとなる。したがって、BFPP の相当の手段の要件は
















EPA がその裁量の下、当該土地所有者に対して comfort/status letters260を提供することが
できることを紹介している。これは、EPA が土地所有者に対して特定のサイトにおける相
当の手段を提案するためのものである。ただし、EPA が comfort/status letters を提供する
のは、当該サイトが NPL に記載されている場合、又は EPA が当該サイトにおいて浄化措
置を実施した場合等、政府が大きく関係を有するサイトに限られており、当該土地所有者が
他の免責要件を満たしていない又は満たさないであろうことが明白である場合にはEPAは
                                                   
260 EPA は以前から comfort/status letters を提供する政策を進めていた。62 Fed. Reg. 
4624(1997). 元来、この comfort/status letters 及び土地購入予定者との和解は EPA がブ
ラウンフィールドサイトの再開発のためにあらかじめ土地購入予定者の責任を明らかにし
又はその責任を緩和するために用いてきたものである。See Walter E. Mugdan, 
Environmental Considerations in Real Estate Transactions, SS003 ALI-ABA 1665 















BFPP と CPO は、CERCLA の EPA からの情報提供の要請と行政上の召喚に従わなけれ
ばならない263。とりわけ、EPA は 104 条(e)に基づく情報要請を受けた全ての者が、早急に、
正確に、そして完全にこれに応じることを求めている。ただし、重要とは言えない過失によ
って情報要請に従うことができなかった者（例えば、誤送してしまい期日を過ぎてしまった




 BFPP と CPO は、当該施設における有害物質の発見又は放出に関する法律の要求する通
知を提出しなければならない264。ここにいう法律とは、連邦法、州法及び地方自治体の条例
を含む。EPA は連邦法において通知を要求するものの例として、CERCLA103 条（放出さ
れる有害物質に関する報告義務）、EPCRA（The Emergency Planning and Community 
Right-to Know Act：緊急事態計画及び地域住民の知る権利法）304 条（緊急事態通知）、
RCRA（Resouce Conservation and Recovery Act：資源保全回復法）9002 条（地下水貯蔵
タンク通知規定）を挙げている。BFPP と CPO は、自身が置かれた状況下で法律上要求さ
れている通知を自ら確認し、提出する義務を負う。。 
 
（３）条文上不明確な ILO の要件 
                                                   
261 このことが自発的浄化のインセンティブを削ぐことになるのではないかと懸念する意
見もある。Laurencia Fasoyiro, In Consideration of “Disposal” of Waste in the 
Comprehensive Environmental Response, Compensation and Liability Act (CERCLA) 
and Texas Waste Disposal Act, 12 Tex. Tech. Admin. L. J. 303 (2011) at 332. 
262 CERCLA101 条(40)(E)、107 条(q)(1)(A)(ⅳ)、101 条(35)(A)。 
263 CERCLA101 条(40)(G)、107 条(q)(1)(A)(ⅵ)。 

























PRP との間に契約関係が存在しても免責されうるが、BFPP 及び CPO は PRP との間に前
述の affiliation の例外とされる契約関係が存在しても免責されるため、結局、ILO、BFPP






                                                   
265 CERCLA101 条(35)(A)(ⅰ)。 
266 CERCLA101 条(35)(A)。 
267 United States v. Domenic Lombardi Reality, Inc., 204 F. Supp. 2d 318 (D.R.I., 
2002). 
268 See United States Environmental Protection Agency, Interim Guidance Regarding 
Criteria Landowners Must Meet in Order to Qualify for Bona Fide Prospective 






















 Imperial 社は 2006 年 11 月 30 日に当該土地を購入した。Whittaker 社は 1995 年 6 月






リア（エリア A 及びエリア B）で有害物質による汚染が顕著であること、当該土地に以前
                                                   
CERCLA Liability (“COMMON ELEMENTS”) (2003) at 11. 
269 CERCLA107 条(b)(3)。 





272 これらの判例を紹介するものとして、Amy L. Edwards, Evolution of Liability in 
Hazardous Substances Litigation, 599 PLI/Real 393 (2012) at 409-411. 
273 3000 E. Imperial, LLC v. Robertshaw Controls Co., 2010 WL 5464296 (C.D.Cal. 




とエリア A 及びエリア B の位置がほぼ重なること、さらにそれら構造物は Whittaker 社が
当該土地を所有していた期間内である 1956 年に存在していたことが明らかとなった。そこ
で、Imperial 社は同年 5 月からカリフォルニア州の有害物質統制局（Department of Toxic 
Substances Control：DSTC）の監督の下、自発的浄化を実施した。なお、同社が 2007 年
5 月に地下貯蔵施設の内容物について調査を開始したところ、同年 9 月その内容物に有害物
質が含まれることが判明したため、同社は同年 10 月に当該地下貯蔵施設から内容物を除去




有者である Whittaker 社に対し 107 条(a)に基づく費用回収訴訟を提起したものである。な
お、Whittaker 社の他に当該土地の以前の所有者である Robertshaw 社及び Kold 社も当初
は被告であったが、これら二社は審理前に Imperial 社との間で和解が成立している。被告
は、損害の可分性の証明を試み、さらに原告に対し 113 条(f)に基づき分担金を求める反訴












                                                   









ならないということを明らかに示している」と評価する見解がある。Steve C. Gold, supra 









いえる面積である。被告は、エリア A とエリア B の面積の割合はそれぞれ 55％と 45％と
なるが、エリア B においては被告が有害物質を使用したとはいえないため、全体のうちエ
リア A の割合である 55％の責任を負うものと主張した。これに対して裁判所は、被告がエ
リア B において有害物質を使用したものと認定し、Burlington 判決とは違って面積による
証拠は認められないとした。そして二つめの証拠は、当該土地を所有した年数である。被告
は、地下貯蔵施設は 1942 年に設置され 2009 年に除去されたため、これが当該土地に存在







カリフォルニア州の DTSC の監督の下自発的浄化を行った際、DTSC は既に原告を BFPP














                                                   
















BFPP の要件を満たすための様々な行動をとった。EPA は当該土地において NCP に従っ
た緊急性の高くない除去措置（Non- Time-Critial Removal Action）278を開始することを決
定し、2005 年 10 月に修復計画を公表した。これに対して 2008 年に Ashley 社は２度に渡
り EPA の計画の実施に関する代替案を提出した。なお、Ashley 社は 2003 年から 2008 年
の間、Allwaste 社に当該土地の一部を賃貸していたが、2008 年 6 月、Allwaste 社に賃貸
していた土地上に残された建造物を取り壊した。その際、瓦礫や汚水溜めの処理を怠ったが、
後にこれに対応した。また、Ashley 社は Holcombe 社及び Allwaste 社との間の契約上、両
社の当該サイトにおける環境上の責任を免除しており、EPA が Holcombe 社に対して費用
回収訴訟を提起しようとした際には EPA に対し、Holcombe 社は契約上責任を負わない立
場にあるため、Ashley 社に対して費用を求償するよう求めた279。 
本件は、Ashley 社が以前の土地所有者のうちの一社である PCS 社に対し、107 条(a)に





であったため、このうち Kold 社が原告との和解において負担した＄7,000.00 を差し引い
た＄1,234,457.61 を被告の負担とすることと判示された。 
277 Ashley Ⅱ of Charleston, LLC v. PCS Nitrogen, Inc., 791 F. Supp. 2d 431 (D.S.C. 






価格で Holcombe 社から購入している。See Ashley Ⅱ of Charleston, LLC v. PCS 



































まず、①は、Ashley 社が 2008 年に当該サイト上の構造物を取り壊した際に、有害物質
                                                   
280 United States v. Iron Mountain Mines Inc., 2010 WL 1854118 (E.D.Cal. May. 6, 





②は、Ashley 社が当該サイト購入に先立ち、2003 年 9 月 25 日に ASTM の基準に従っ
てサイトの汚染調査を行ったが、その調査には ASTM 基準に多少調和しない点があったこ



















を参考としている。EPA が Affiliation の要件を判断する際には、責任を免れるための関係
が築かれることを防止するという議会の意図に従うべきであると述べたことを引用し、そ
れにしたがって、本件の Ashley 社は他の PRP の責任を免除することを目的とした契約関
係を有するかどうかについて検討したのである。裁判所は、Ashley 社は他の PRP との間に
親族関係を有してはいないが、Holcombe 社及び Allwaste 社の責任を免除する契約を締結
していたことを指摘した。これは、Holcombe 社及び Allwaste 社が汚染に関与した当該サ
イトにおいて、EPA がこれらの２社に対して汚染浄化措置を命ずる等の権限行使をするこ
とを妨げるために締結されたものであると述べ、したがって裁判所は、Ashley 社は PRP と
の間に Affiliation がないことを証明できていないと判示した。 
 
以上のように裁判所は、Ashley 社が BFPP の上記要件のうち、①④⑧の３つの要件を立





（ⅲ）第 4 巡回区連邦控訴裁判所判決281 






























                                                   
281 PCS Nitrogen, Inc. v. Ashley Ⅱ of Charleston, LLC, 2013 WL 1340018 (4th Cir. 
S.C. 2013). 
282 Saline River Properties, LLC v. Johnson Controls, Inc., 823 F. Supp. 2d 670 (E.D. 
Mich. Oct. 17, 2011). 
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CERCLA107 条(a)に基づき費用の求償がなされ、この反訴請求に対して CERCLA 上の
BFPP の抗弁が行われたものである。本稿においては CERCLA に関する判旨のみを検討す
るに留める。 
当該サイトの以前の所有者である JCI 社は、EPA による AOC（Administrative Order 
on Consent）に同意したが、これは、①JCI 社が様々な環境修復措置を特定の日に行うこ
と、②それを行わなかった場合には規定の罰金を支払うことを要求するものであった。当該
サイトの現在の所有者である Saline 社は、RCRA6972 条の規定に基づき、JCI 社に対し
AOC を完全に実施するよう求める市民訴訟を提起した。これに対し被告 JCI 社は請求棄却
の申立てを行い、また、原告 Saline 社に対し CERCLA107 条(a)に基づいて自身の負担し




 ミシガン州連邦地方裁判所は、原告 Saline 社が BFPP 及び ILO の要件を満たすかどう
かについて、本件において原告は BFPP 及び ILO の要件について言及しておらず、証明が
不十分であるとした。さらに、仮に他の要件を満たしたとしても、Saline 社は有害物質の
放出を防止していたコンクリート板を壊すことによって制度的管理の実効性を妨げたとい
えるため、いずれせよ Saline 社は BFPP 及び ILO に該当しないと述べた。 




 Imperial 判決と Ashley 判決は、自発的に浄化に要する費用を負担した PRP が他の PRP
に対して 107 条(a)に基づく費用回収訴訟を提起し、それに対して被告が 113 条(f)に基づく
反訴請求をし、さらにこれに対して原告が BFPP の抗弁を用いて免責を主張した事案であ
る。Saline 判決は、RCRA に基づく市民訴訟において、被告が以前負担した費用を 107 条
(a)に基づいて原告に対し反訴によって求償し、これに対し原告が BFPP 及び ILO の抗弁を
用いた事案である。これら三つの事案は、被告の反訴請求により原告自身も費用負担責任を
                                                   
283 なお、本件では、市民訴訟の被告 JCI 社が反訴請求の形で 107 条(a)に基づき原告














がないことの２つの要件に関して EPA の“Common Elements”を引用したうえで判断し



















 なお、上記の判例は、善意の土地所有者等の免責要件の判断以外にも CERCLA における
PRP の責任に関して重要な点を３つほど示している。まず、三つの判例は共通して、私人
が 107 条(a)に基づく費用回収訴訟を提起する場合に原告が負う証明責任として 4 点（問題
となっている不動産が 101 条(9)に定義される「施設」に該当すること、被告が 107 条(a)に
                                                   
284 もっとも EPA は、“Common Elements”はあくまでも EPA の職員が PRP に対し
EPA の執行権限を行使するか否かを決定する際に用いられることを想定して作られたもの
であり、最終的には裁判所が特定の事例で特定の PRP が免責されうるかを判断し、司法
上の解釈を与えるであろうと述べている。See United States Environmental Protection 
Agency, Interim Guidance Regarding Criteria Landowners Must Meet in Order to 
Qualify for Bona Fide Prospective Purchaser, Contiguous Property Owner, or Innocent 
Landowner Limitations on CERCLA Liability (“COMMON ELEMENTS”) (2003).at 4. 
285 Charles S. Warren and Toni L. Finger, Courts Shed Light on the Application of 
CERCLA’s Bona Fide Prospective Purchaser Defense, 41 Envtl. L. Rep. News ＆ 











に、これは Imperial 判決と Ashley 判決においてであるが、損害の可分性の証明に関して
















は明らかである。また、Imperial 判決では原告は BFPP の要件をすべて満たすとして免責



























CERCLA の下で浄化措置実施責任及び浄化費用負担責任を負う PRP は厳格な責任を課
されるが、PRP は自身の費用負担を軽減するために３つの手段を用い得る。 
一つは、PRP 自身が負担した浄化費用について、他の PRP に対して求償を行うことであ
る。PRP が他の PRP に対して求償するために訴訟を提起する場合には 107 条(a)及び 113
条(f)の 2 種類の根拠条文が存在するが、Atlantic 判決において連邦最高裁判所は、これら
はそれぞれ異なる状況に適用され相互に補完するものであると説明した。すなわち、PRP
は、自発的に負担した費用の求償には 107 条(a)に基づいて費用回収訴訟を提起でき、政府




で、自発的浄化が妨げられている状況を改善した。なお、107 条(a)に基づく訴訟は 113 条
(f)に基づく訴訟に比べて原告にメリットが多いと思われるため、自発的浄化を実施した者
を有利に扱う結果となっているとも思われる。 




そして三つ目は、PRP が他の PRP から費用回収訴訟を提起された場合に原告も含めた訴
訟当事者間で公正に費用配分がなされるよう 113条(f)に基づき反訴請求をすることである。
Atlantic 判決は、この反訴請求によって、107 条(a)に基づく費用回収訴訟においても公正
な責任配分が可能であると述べた。なお、orphan share は 107 条(a)に基づく訴訟において











































































                                                   
287 山田敏之「オランダ、ドイツ、英国および米国ニュージャージー州の土壌浄化法」外































                                                   
288 連邦土壌保全法の条文の邦語訳は、松村弓彦・安達栄司「ドイツ連邦土壌保全法―有
害な土壌変更及び汚染跡地浄化に関する法律―」環境研究 115 号（1999 年）94－100
頁、山田敏之「有害な土壌の変質に対する保全及び汚染された跡地の浄化に関する法律
（連邦土壌保全法）」外国の立法 204 号（1999 年）43－53 頁を参考とした。 
289 従来の警察法においては、危険（土壌汚染）の存在が疑われる場合にその確認のため
に行う調査は当局が自らの行うべきか警察責任者にその実施を命じることができるかとい
う点で争いがあったが、同法は 9 条 2 項に調査命令権限を明記することでこの点の解決を
図ったものとみられる。高橋滋・安達栄司・松村弓彦「ドイツ連邦土壌保全法における項









拠を有する場合に予備的な調査が行われる（8 条 1 項、連邦土壌保全及び跡地汚染令 2 条 2

















が挙げられている（4 条 3 項、6 項）。これらの責任主体間には責任の序列はなく、当局の
裁量によりいずれの者に対しても命令を発することができることとなっている。 



























                                                   
290 松村・前掲注（11）71－72 頁。 
291 同上。 
292 6 条 5 項は 1999 年 3 月 1 日以降に生じた土壌の変質または跡地汚染については比例原
則に反しない限りにおいて有害物質を除去すべき旨を規定するが、土壌の変質または跡地
汚染がそれ以前に生じた場合を同法の対象外とすることを意味しない。v. Björn Höltje, 
Die Verhaltensverantwortlichkeit nach dem Bundes-Bodenschutzgesetz, 2011, S. 193. 
293 連邦土壌保全法 4 条（危険防止義務） 
 6 項 













295 BT-Drs. 13/6701 S. 46; Peter Kothe,Was ändert sich im Umgang mit Altlasten und 
Verdachtsflächen? UPR 1999, 96, S. 98; Stefan Pützenbacher, Der Ausgleichsanspruch 
nach §24 Ⅱ BBodSchG, NJW 2001, 1137, S.1140; Lars Duesmann, Die 
Verantwortlichkeit für schädliche Bodenveränderungen und Altlasten nach dem 





された調査に要した費用は当該責任主体が負担する（24 条 1 項 1 文）。ただし、調査の結
果、疑われた危険や有害な土壌の変質、跡地汚染が実際には存在しないことが明らかとなっ
た場合、当該調査に要した費用は補償されることとなっている（24 条 1 項 2 文）。一方、措
置実施費用は当該措置を実施した責任主体の負担となるが、他にも同法上の責任主体に該














見れば、経済協力開発機構（Organization for Economic Cooperation and Development：
OECD）が 1972 年に採択した「環境政策の国際経済的側面に関するガイディング・プリン
シプルの理事会勧告」において提唱された汚染者負担原則（PPP）がドイツにおける原因者
負担原則の概念に相当する。欧州共同体は OECD の同勧告に追随し、1972 年の第一次環境
行動計画において PPP を採用した。1987 年の欧州共同体設立条約（ローマ条約）が環境政
策の基本原則として位置付けて以来、PPP は EU 法における原則となる。さらに、1990 年
の国際海事機関（International Maritime Organization：IMO）による「石油汚染に対す
る準備・対応・協力に関する国際条約」によれば、PPP は国際環境法上の一般的な原則に
位置付けられるに至り、1992 年にはリオ宣言の第 16 原則に PPP が含まれた。このように
国際法上および EU 法上、PPP は普遍的な広がりを見せているが、その端緒たる OECD の
1972 年の勧告よりも前からドイツには独自の原因者負担原則の考え方が既に存在していた
                                                   
296 高橋他・前掲注（289）90 頁。 
297 BGH, NVwZ 2009, 734.. 
298勢一智子「ドイツ環境法原則の発展経緯分析」西南学院大学法学論集 32 巻２・３号
（2000）147 頁以下に詳しい。 
299 Koch, Bodensanierung nach dem Verursacherprinzip, 1985, S. 23f. 
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300大塚・前掲注（121）194－195 頁。 
301 Rehbinder, Politische und rechtliche Problem des Veruracherprinzip, 1973, S. 34f. 
302 Schrader, Altlastensanierung nach dem Verursacherprinzip? Rechtsfragen der 
Kostenübernahme vor dem Hintergrund der Legalisierungswirkung von 
Genehmingungen, 1988, S. 67ff. 
303 Schrader, a. a. O., S. 71. 
304 Schrader, a. a. O., S. 71. 
305 Schrader, a. a. O., S. 73. 
306 Frenz, Das Verursacherprinzip im Öffentlichen Recht, 1997, S.23; Schrader, a. a. 
O., S. 73. 
307 Schrader, a. a. O., S. 74. 
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る物の所有者の責任を指す。状態責任は一般的に基本法 14 条 2 項に基づく所有権の社会的
                                                   







284 条 2 項は「土壌汚染」の概念の中に「土壌変質、土壌侵害、土壌負荷」を含め、いず





あると定義されており、さらに、1998 年連邦土壌保全法 2 条 3 項は「有害な土壌変質」
を人に対する「危険、重大な不利益または重大な迷惑を引き起こす土壌の機能に対する侵
害」と定義し、土壌侵害および土壌負荷という概念定義を置いていない。なお、「跡地汚




310 Schrader, a. a. O., S. 90. 
311山下竜一「ドイツ環境法における原因者負担原則」大阪府立大学経済研究叢書 81 冊
（大阪府立大学経済学部・1995）14－15 頁。 































                                                   
313 Rehbinder, a. a. O., S. 31. 
314 Koch, a. a. O., S. 23. 
315 Schrader, a. a. O., S. 76f. 





るか否かは疑わしいと述べていた。Rupp, JZ 1971, S.401. 
































 化学工場 A の関係者の証言から、当該土地は戦時中を含めかつて化学工場 A が利用して
いたこと、および当該土地上の化学物質による汚染は同工場に起因することが判明した。 
 これを受けた X の主張は次の通りである。すなわち、X は汚染の原因者ではない。状態
責任は土地所有権のみに基づくものではなく、問題となる廃棄物を生じさせる物の所有者
であることがその前提となる。一般的に考えても、妨害の発生に何らの関わりもない所有者
                                                   













延期する作用を 1985 年の命令によって排除した（行政裁判所法 80 条 3 項）のであるとし、
1985 年通知の即時の執行可能性を認めた。これにより、地下水位計の設置の延期作用を求
































































































                                                   
319 Oerder, DVBL 1992, S. 696. 
320 Schoch, JuS 1994, 936. 
321 Vgl. Oerder, a. a. O., S. 696; Schultz, Die Lastentragung bei der Sanierung von 















かを見ておく。1997 年環境法典草案の起草段階に出された 1990 年教授草案総論324は、法
典における原因者負担原則の規定を次のように予定した。 
 











                                                   
322 Bundesministerium für Umwelt, Naturschutz und Reaktorsicherheit (Hrsg.), 
Umweltgesetzbuch (UGB-KomE): Entwurf der unabhängigen 
Sachverständigenkommission zum Umweltgesetzbuch beim Bundesministerium für 
Umwelt, Naturschutz und Reaktorischerheit, 1998. 
323 ミヒャエル・クレプファー／神橋一彦（訳）「ドイツ環境法の法典化について」金沢法
学 39 巻 1 号 323 頁、（1996）勢一・前掲注（298）147 頁以下、松村・前掲注（11）192
頁以下、同「ドイツ環境法典編纂事業の研究」明治大学社会科学研究所紀要 50 巻 2 号
（2012）147 頁以下、藤田宙靖／K・F・フレンツ訳「ドイツ環境法典―総論編（案）
（一）」自治研究 68 巻 10 号（1992）116 頁以下、同「ドイツ環境法典―総論編（案）
（二・完）」自治研究 68 巻 11 号（1992）105 頁以下、等。 



































                                                   
325 Kloepfer/ Rehbinder/ Schmidt-Aßmann/ Kunig, a. a. O., S.145. 
326 Kloepfer/ Rehbinder/ Schmidt-Aßmann/ Kunig, a. a. O., S.145. 
327 Kloepfer/ Rehbinder/ Schmidt-Aßmann/ Kunig, a. a. O., S.145. 
328 Kloepfer/ Rehbinder/ Schmidt-Aßmann/ Kunig, a. a. O., S.150. 
329 Kloepfer/ Rehbinder/ Schmidt-Aßmann/ Kunig, a. a. O., S.150. 










なお、9 条 2 項は状態責任について次のように規定している。 












挙げられているのであるが、教授草案 9 条 2 項はこの流れを無視し、伝統的な警察法上の









                                                   
331 Kloepfer, NuR 1987, S. 17. 




体系的考察―」警察学論集 33 巻 10 号 1－3 頁参照。 
















点は、1994 年教授草案各論第三章第三節「土壌浄化と土壌保全」303 条および 304 条から
読み取ることができる。 
 まず、教授草案 303 条は、土壌保全の責任者として、①土壌負荷の原因者、法律上の規定
により他の原因者の行為につき責任を負う者、およびその権利承継人（同条 1 項）、②土壌
負荷の原因施設の経営者（同条 2 項）、③土壌負荷発生当時の土地所有者（同条 3 項）、④









                                                   
335 Kloepfer/ Rehbinder/ Schmidt-Aßmann/ Kunig, a. a. O., S.146. 
336 Kloepfer/ Rehbinder/ Schmidt-Aßmann/ Kunig, a. a. O., S.148. 
337 ミヒャエル・クレプファー／神橋一彦（訳）「ドイツ環境法の法典化について」金沢法
学 39 巻 1 号 339 頁。 
338 Jarass/ Kloepfer/ Kunig/ Papier/ Peine/ Rehbinder/ Salzwedel/ Schmidt-Aßmann, 
Umweltgesetzbush- Besonder Teil- (UGB-BT), 1994, S. 624. 
339 Jarass/ Kloepfer/ Kunig/ Papier/ Peine/ Rehbinder/ Salzwedel/ Schmidt-Aßmann, a. 
a. O., S. 624. 
340 Jarass/ Kloepfer/ Kunig/ Papier/ Peine/ Rehbinder/ Salzwedel/ Schmidt-Aßmann, a. 
a. O., S. 624. 

















するものであり、従来の警察法では認められていない考え方である344。また、303 条 3 項
における過去の所有者の責任は、当該所有者が土地を所有している期間中に土壌負荷が発
生したことを完全に証明することを条件としてはいないという。ただし、その責任は所有権
を放棄したときから 30 年で終了することとされている（303 条 3 項）。一方、現在の土地





責任者とを同一視するわけではないとするのが教授草案 5 条における解釈であった。 
そこで注目すべきなのが、責任制限および責任の序列に関する規定である。まず、責任制




                                                   
342 間接的原因者の考え方、課徴金制度等に見られる。 
343 Jarass/ Kloepfer/ Kunig/ Papier/ Peine/ Rehbinder/ Salzwedel/ Schmidt-Aßmann, a. 
a. O., S. 624. 
344 Jarass/ Kloepfer/ Kunig/ Papier/ Peine/ Rehbinder/ Salzwedel/ Schmidt-Aßmann, a. 
a. O., S. 624. なお、バイエルン高等行政裁判所も過去の所有者の状態責任を否定してい
る。 
345 Jarass/ Kloepfer/ Kunig/ Papier/ Peine/ Rehbinder/ Salzwedel/ Schmidt-Aßmann, a. 
a. O., S. 625. 
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るという規定も置かれた（同条 4 項）。 
 
以上をまとめると、教授草案において想定された原因者負担原則は土壌保全に関する規
                                                   
346 Jarass/ Kloepfer/ Kunig/ Papier/ Peine/ Rehbinder/ Salzwedel/ Schmidt-Aßmann, a. 





















条および 304 条はほぼ踏襲している。303 条 5 項 2 文および 3 文によれば、「善意の購入
者」の責任は免除されうるし、免責の要件を充たさない場合にも前所有者の責任範囲が状態






































 なお、教授草案 9 条 2 項に関して触れた点でもあるが、従来の一般警察法上の状態責任
の規定と 1997 年環境法典草案 6 条 2 項「原因者負担原則」における状態責任の規定との間
には文言上重要な相違点がある。すなわち、現行の各州一般警察法の模範となった統一警察
法模範草案に示された状態責任に関する条文（5 条）を例にとると、危険が物の状態から「生




                                                   
347 UGB-KomE, a. a. O., S. 456. 




Wacke/ Vogel/ Martens, Gefahrenabwehr, 1986, S. 304f. 
349 UGB-KomE, a. a. O., S. 456. 
350 UGB-KomE, a. a. O., S. 456. 









































  これは、事実上の支配または所有の中止から 30 年で終了する。 





６ 1 項 1 文 5 号に基づく責任は、所有権の放棄によっては民法典 928 条の意味では終了





または知り得た場合には、1 項 1 文 5 号に基づく費用負担責任は土地の売却によって
は終了しない。これは、所有者が、当局から命じられる―支払い能力のない買主は動員
され得ない―措置を察知してから当該土地を手放す場合、常に推定される。 








草案 348 条は、土壌汚染の浄化および再開発の費用負担責任を定め、草案 6 条の原因者負
担原則を変形するものと位置付けられる。6 条の原因者負担原則と比較した場合、主として、
①原因者概念の拡大、②状態責任の対象の拡大、③状態責任の制限、④当局の選択裁量が重





















限（民法典 1975 条）と同様の内容であるが、教授草案 303 条 5 項 1 文には予定されてい
なかった。 















 草案 348 条 1 項 3 号および 4 号は、汚染発生当時の土地の占有者および所有者の責任を
規定する。草案はこれらを状態責任として括っており、一般警察法における状態責任の対象
                                                   
352 UGB-KomE, a. a. O., S. 1032. 
353 UGB-KomE, a. a. O., S. 1035. 
354 UGB-KomE, a. a. O., S. 1033; Kloepfer, a. a. O., S.17. 
355 UGB-KomE, a. a. O., S. 1036. 
356 UGB-KomE, a. a. O., S. 1036. 
357 UGB-KomE, a. a. O., S. 1033. 
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348 条 4 項は、汚染発生当時の土地の占有者または所有者は、自身が当該汚染の発生に寄与
していないことにつき反証することによって責任が免除されうることを明記している。す
なわち、汚染発生当時の土地の所有者も汚染に寄与していたことが推定されるが故に責任











 草案 348 条 1 項 5 号および 6 号は、汚染された土地の現在の所有者および占有者を土壌
汚染の浄化に関する責任者とするが、同条 5 項はこの両者の状態責任を制限する。これは、
善意無過失の状態責任者の費用負担責任を浄化措置実施後の当該土地の価額までとするも
                                                   
358 UGB-KomE, a. a. O., S. 1032. 
359 §13 Abs.4 BerlBodSchG. 
360 UGB-KomE, a. a. O., S. 1034. 
361 UGB-KomE, a. a. O., S. 1034. 
362 UGB-KomE, a. a. O., S. 1034. 






























 草案 348 条 7 項によれば、責任者に該当する者が複数存在する場合には 344 条および
345 条が適用される。 
これらの規定のうち最も注目すべき点は、教授草案 304 条 2 項が土壌保全のための責任
について原因者の状態責任者に対する優先という序列を明記し、草案 6 条の原因者負担原
                                                   
364 UGB-KomE, a. a. O., S. 1037; Enders/Uwer, BB 1995, S.633. 
365 UGB-KomE, a. a. O., S. 1037. 
366 §12 Abs.1 Nr.5 HessAltlastG. 
367 UGB-KomE, a. a. O., S. 1038. 




には責任の序列が認められなかったことである。すなわち、草案 348 条 1 項 1 文に置かれ






は被承継人と同等であるとみなされる（同条 1 項 3 文）。 



















                                                   
369 UGB-KomE, a. a. O., S. 1033. 
370 UGB-KomE, a. a. O., S. 1019. 
371 UGB-KomE, a. a. O., S. 1019. 
372 UGB-KomE, a. a. O., S. 1019. 
373詳細は、松村・前掲注（11）参照。なお、同法の邦語訳は、山田敏之（訳）「有害な土
壌変質に対する保全及び汚染された跡地の浄化に関する法律（連邦土壌保全法）」外国の


































                                                   
375 なお、これに対して、ドイツにおいて 2007 年に制定された環境損害法
（Umweltschadensgesetz）は、人の健康被害が生じる土壌の損害について原因者の行為
責任のみを規定し、土地所有者の状態責任は含まない。大久保規子「ドイツの環境損害法
と団体訴訟」阪大法学 58 巻 1 号（2008）11 頁。 
376 松村・前掲注（11）201 頁以下。 
377 BGH, NVwZ 2004, 1267. 
378 VGH Mannheim, DVBL 2013, 594. 
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定せず 1999 年 3 月以降に所有権を譲渡した前所有者への状態責任の追及を可能とする379。
ただし、前所有者が土地取得の際に土壌汚染のないことを信じ、その信頼が保護に値する場
合には免責されることとなっている（同法 4 条 6 項）。また、所有権を放棄した者および前
所有者の責任に関して時効が定められておらず、事実上「状態責任が永久化する」380ことに
なる点、さらに、現在の所有者に対して「商法上または社団法上の法的根拠から責任を負う














場が分かれている。序列を肯定する判例の中には、連邦土壌保全法 4 条 3 項にいう「原因
者、その包括的権利承継人、土地所有者、土地の事実上の権利保有者」を責任の序列を定め




令に関する事例ではあるが、連邦土壌保全法 4 条 2 項に関連する同法 9 条 2 項に基づき調






る。Bickel, Bundes-Bodenschutzgesetz: Kommentar, 2002, 75. 
380 松村・前掲注（11）205 頁以下。もっとも、Bickel のように過去の所有者および占有
者の責任を状態責任ではなく行為責任として説明する立場からはこのような見解は否定さ
れる。 
381 松村・前掲注（11）207 頁、Troidl, NVwZ 2010, S.157. 
382 OVG Berlin- Brandenburg, UPR 2008, 154; Troidl, a. a. O., S.157. 











草案 5 条および環境法典 1997 年草案 6 条において明らかであるから、連邦土壌保全法が原
因者負担原則に忠実であるとすれば同法 4 条 3 項に責任者の序列を読み取るのが適当であ















法 4 条 6 項）および適法操業者の信頼を保護する規定（同法 4 条 5 項）は存在する。環境
法典教授草案および 1997 年草案はいずれも、現在の土地所有者が善意無過失の場合に状態
責任を制限する規定を置いていた。教授草案 303 条 5 項は善意無過失の状態責任者を免責
することを予定し、草案 348 条 5 項は善意無過失の状態責任者の責任に上限を設定してい
たのである。このように土壌保全のための規定において善意無過失の状態責任者を免責す
ることについて教授草案では、「無制限の警察責任が不公正たりうる」ことに鑑みて必要な
                                                   
384 VGH Mannheim, NVwZ 2002, 1260. 
385 Troidl, a. a. O., S. 157f. 
386最近のものとして、OVG Lüneburg, Urt. v. 31. 5 2016- 7 LB 59/15. 
387 VG Gelsenkirchen, Urt. v. 12. 10. 2010- 14 K 249/08. 













に対して、連邦土壌保全法政府草案 25 条 2 項は草案 348 条 5 項と同様の根拠から善意無
過失の状態責任者の責任を土地の販売価額までに制限することを予定していたが、この規
定は最終的には削除され、状態責任者の責任範囲に関する解釈は判例に委ねられた。 
ところが、連邦憲法裁判所は連邦土壌保全法の施行からわずか 1 年後の 2000 年の決定389
において、善意無過失の状態責任者の費用負担責任を「浄化後の土地の販売価額」までに制

















対応していないことを批判し、1994 年環境法典教授草案各論および 1997 年環境法典草案
                                                   
389 BVerfGH102.1. 詳細は、桑原勇進「状態責任の根拠と限界（三）―ドイツにおける土
壌汚染をめぐる判例・学説を中心に」自治研究 87 巻 2 号（2011）77～85 頁参照。 
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と批判している。また、Pieroth/ Schink/ Keniesel は、所有物に対し所有権と併存する責任
が、当該所有物の経済的価値を超えて課されることは法秩序にとって全くなじみがないわ
                                                   
390 Troidl, a. a. O. 
391 VG Münster, Urt. v. 19. 3. 2010- 7 K 1415/08. 
392 Von Jan Brenz, Das Polizeirecht als ein durch den Verhältnismäßigkeitsgrundsatz 
bestimmtes System von Abwägungsentscheidungen, 2018, S. 101. 
393 Von Jan Brenz, Das Polizeirecht al sein durch den Verhältnismäßigkeitsgrundsatz 
bestimmtes System von Abwägungsentscheidungen, 2018, S. 103-105. 
394 この点、経済的不可能性を状態責任の限界として位置づける判例がある。OVG 
Rheinland-Pfalz, DÖV 1954, 216; BGH NJW 1955, 257. これに関連して、行政の側の経
済的不可能性を私人への帰責の根拠とすることにつき、「国民に対してはそのような抗弁
を認めないのに対し、秩序当局が成功裏に経済的不可能性を拠り所とすることもまた理解
しえない」として、行政側の危険除去義務を肯定した例もある。OVG Münster, DVBL, 
1958, S.473, 475. 










 他方、同決定を肯定的に評価する見解もある。Huber/ Unger は、同決定において示され
た状態責任の限界を妥当なものとみて、連邦土壌保全法上に明記すべきである旨を主張し
ているが、その根拠として、法治国家主義、およびそこから導き出される明確性の要請、さ
















                                                   
396 Pieroth/ Schink/ Kineisel, Polizei- und Ordnungsrecht, 2008, §9 Rn.71-72. 
397 Gusy は、2000 年の連邦憲法裁判所決定を「罪のない行為責任者」に対する考慮を欠
き不平等であるという。Christoph Gusy, Polizei- und Ordnungsrecht, 2009, §5 Rn. 
360. 
398 Huber/ Unger, Grundlagen und Grenen der Zustandsverantwortlichkeit des 
Grundeigentümers im Umweltrecht, VerwArch 96 (2005), S.170 ff. 
399 BVerfG, NVwZ 2001, 65. 
400 Vgl, Bay VGH, NVwZ 2003, 363; OVG Lüneburg, NdsVBl 2006, 170.  
401 原因者負担原則を説明する際、原因者の概念に状態責任者も含めるものがあるが、そ


































のこの見解は支配的なものではなく、Tollman は Frenz による説明では状態責任者が原因
                                                   






































ているというのである407。そこで Schink は、連邦行政裁判所の 1991 年の判決408を引き合
いに出し、「私的利用が妨害される特別な事例、すなわち土地の負担が収益を上回る場合に
                                                   
404 Tollman, Die umweltrechtliche Zustandsverantwortlichkeit: Rechtsgrund und 
Reichweise, 2007, 234. 
405 Leisner, Umweltschutz durch Eigentümer, 1987, S. 57. 
406 Schink, VIZ 1992, S. 6ff. 
407 Schink, a. a. O., S.7. 


































                                                   
409 Schink, a. a. O., S.13. 
410 Schink, a. a. O., S.13. 
411 Schink, a. a. O., S.13. 
412 Erler, Maßnahmen der Gefahrenabwer und verfassungsrechtliche 
Eigentumsgarantie, 1977, S.188ff. 
































                                                   
414 Rehbinder, in: Salzwedel u.a., Grundzüge des Umweltrechts, 1997, S.04/052.  
415 Rehbinder, a. a. O., S. 04/053. 
416 Lepsius, a. a. O., S. 456, 506-507. 
417 状態責任が物上支配を前提とするものと厳格に解することから、環境法典草案 348 条
1 項 1 文(3)(4)および連邦土壌保全法 4 条 6 項に規定される「過去の所有者」の責任につい
ても認められないと主張している。Lepsius, a. a. O., S. 516. 


































                                                   
419 Lepsius, a. a. O., S. 510. 
420 Lepsius, a. a. O., S. 511-512. 
421 Lepsius, a. a. O., S. 519 ff. 
422 Rehbinder, a. a. O., S. 04/054. 































                                                   
424 Rehbinder, a. a. O., S. 04/056. 
425 Rehbinder, a. a. O., S. 04/47. 
426 Rehbinder, a. a. O., S. 04/056. 
427 Rehbinder, a. a. O., S. 04/056. 
428 Kloepfer, a. a. O., S. 91. 
429 Kloepfer, a. a. O., S. 91. 
430 Bender/Sparwasser, Umweltrecht, 1988, S.8. 
431 Rehbinder, a. a. O., S. 04/053. 






































                                                   






















































土壌汚染対策法が制定されるに至った。本法は 2003 年 2 月に施行されている。 























令解説資料総覧 434 号（2017）29－30 頁参照。 























染対策法 3 条 1 項、2 項）。ただし、この 3 条調査は、土壌汚染対策法施行前に廃止された
施設の敷地であった土地には適用されない（土壌汚染対策法附則 3 条）。また、土地所有
者等の申請により、都道府県知事が当該土地の汚染が人の健康に係わる被害を生ずるおそ
れのないものと確認した場合には、調査義務は課されない（土壌汚染対策法 3 条但書）。 
437 4 条は、3000 ㎡以上の土地の形質の変更をしようとする者には都道府県知事に届出を
義務付けており、都道府県知事が当該形質の変更の対象地に汚染のおそれがあると認める
ときは、当該土地の所有者等に調査を命じることができると規定する。ここで注意すべき
は、届出義務者と調査命令対象者が異なりうることである。なお、7 条 1 項に基づく指示
措置の実施にともなう形質変更及び形質変更時要届出区域における形質変更の場合には 4





策法施行令 3 条、同施行規則 28 条、29 条、30 条）。なお、土壌溶出量基準とは 26 の特
定有害物質についての地下水経由の観点からの基準であり、土壌含有量基準とは、特定有


















条調査が全体のうち 2％、4 条調査が 5％、5 条調査に至っては 0 件、条例・要綱契機の調
査が 9％であるのに対し、自主的に行われた調査は 84％である443。3 条、4 条、または 5 条
に基づく法契機の調査は全体の約 7％にとどまっており、自主調査の割合が非常に高い。自
主調査を行う理由としては、土地売買が最も多く、他に土地改変、土地資産評価、ISO・事
故・自主的環境調査、法 14 条関連等が続く444。 
 なお、2017 年改正によって、3 条調査が猶予されている事業場において一定の場合に土
壌汚染状況調査を義務付ける規定が置かれた。すなわち、調査が一時的に免除されている事
業場において形質変更（軽易な行為等を除く）をする場合に都道府県知事に対する届出義務
が課され（3 条 7 項）、この届出があった場合に都道府県知事が当該事業場の土地所有者等
に対し汚染状況の調査を命ずることができるものとされたのである（同条 8 項）。なお、操
業中の事業場は従来の規定によれば 3000 ㎡以上の土地の形質変更時に調査が義務付けら







った（4 条 2 項、3 項）。この場合には調査命令が発されることはなく、ゆえに調査命令を
待つタイムロスを省くことが可能となったのである。 
 さらに、調査に関して 2017 年改正は、有害物質使用特定施設を設置していた者が当該土
地における土壌汚染状況調査を行う指定調査機関に対し、その求めに応じて、当該有害物質
                                                   
440大塚直「土壌汚染対策法の法的評価」ジュリスト 1233 号（2002）20 頁。 
441土壌汚染対策法 5 条 2 項。 
442土壌汚染対策法 14 条。 
443 一般社団法人土壌環境センター・前掲注（７）29－30 頁。 




































                                                   
445 大塚直「土壌汚染対策法 2017 年改正」法学教室 446 号（2017 年）68 頁。 
446土壌汚染対策法施行規則 31 条。 







場合には都道府県知事が計画変更命令を出すこと（7 条 4 項）、および、完了報告を受けた
後に同計画に従ったものではないことが確認された場合には都道府県知事が当該実施措置



































果によれば、7 条 1 項但書きに基づき要措置区域において汚染原因者に対し措置を指示した






















453 環境省「平成 26 年度土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例等に関す










年 3 月 5 日）第 4.1.(6)⑤イ(イ)。 
455土壌汚染対策法施行規則 36 条、別表第五参照。 






































                                                   
458 一般社団法人土壌環境センター・前掲注（７）29－30 頁。 
459 同上・37 頁。 
460環境省水・大気環境局「平成 22 年度土壌汚染対策法の施工状況及び土壌汚染調査・対
策事例に関する調査結果」（2012 年 3 月）56 頁参照。 
461 臨海部埋立地の工業専用地域では、4 条の下 3000 ㎡以上の土地の形質変更時の届出の
対象となる土地のうち実に 5 割が土壌汚染状況調査の結果として区域指定される。「土壌
汚染に関する適切なリスク管理の推進」時の法令 2046 号（2018 年）25 頁。 



































                                                   
463針塚遵「土壌汚染に係わる紛争について」判例時報 1829 号（2003）5 頁。 
464大塚・前掲注（４）414 頁。 
465環境省水・大気環境局長通知「土壌汚染対策法の一部を改正する法律による改正後の土


















る対策費用は 8 条 1 項による求償はできない。 










                                                   
466環境省水・大気環境局長通知「土壌汚染対策法の一部を改正する法律による改正後の土





とを可能とする規定を置いている（同条例 121 条）。 
468 ドイツの土壌汚染に関する状態責任の詳細については、桑原勇進「状態責任の根拠と
限界（一）（二）（三）（四）―ドイツにおける土壌汚染を巡る判例・学説を中心に」自治
研究 86 巻 12 号（2010）54 頁、８７巻１号（2011）66 頁、87 巻 2 号（2011）76 頁、

































                                                   
本社会と法』（有斐閣・2011）571 頁。 
470 同上・571 頁。 
471例えば、欧州は土壌保全政策において構成国が汚染者負担原則を採用するものとしてい








まず、7 条 1 項における 3 要件のうち「相当性」の要件は抽象的であるが、この要件を満
たさないとされる例としては、①汚染原因者が既に費用を負担したものとみなされる場合
（8 条 1 項但書の例参照）、②汚染原因者に費用負担能力が全くない場合、又は、③土地所
有者等と汚染原因者との間に、土地所有者等が措置を実施する旨の合意があったとみなさ










汚染原因者が特定されたとしてもなお、7 条 1 項但書の 3 要件を満たさない場合には汚
染原因者は指示措置実施の責任を負わず、8 条 1 項但書に該当する場合には汚染原因者は費
用負担責任を負わないこととなる。いわば、上記の 7 条 1 項但書の 3 要件及び 8 条 1 項但
書は汚染原因者の免責に関わる規定なのである。 
確かに、7 条 1 項但書の 3 要件のうち汚染原因者に措置を実施させることに相当性がな












                                                   
474環境省水・大気環境局長通知「土壌汚染対策法の一部を改正する法律による改正後の土
壌汚染対策法の施行について」（2010 年 3 月 5 日）第 4.1.(6)①。 
475環境省水・大気環境局長通知「土壌汚染対策法の一部を改正する法律による改正後の土














8 条 1 項478に事業者の責務に関する規定が、また、37 条479に公共事業に関する原因者負担
                                                   
































                                                   
480 公共事業の場合の原因者負担の考え方は行政法においても議論されてきたものであ



































 OECD の PPP との相違点としては、概ね次の点が挙げられる。第一に、汚染防止の一時
的な支払いを汚染者に求めるのみであり当該費用が消費者の負担となりうるOECDのPPP
とは対照的に、わが国の原因者負担原則は「正義の原則」であるがゆえに汚染者を法的な最





経済的原則としての OECD の PPP に反するとの批判がある490。経済学からは原因者負担






























































496同上・ 221 頁。 
497永井進「OECD の PPP とその理論的背景」公害研究 3 巻 1 号（1973）29 頁参照。 
498 高橋信隆編『環境法講義』（信山社・2016）64 頁。 
499中央公害対策審議会費用負担部会「公害に関する費用負担の今後のあり方について（答























                                                   
500大塚・前掲注（115）14 頁。 












504同上・ 221 頁。 
505 同上・215 頁。 







策法 7 条、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法）5 条 2 項507等が土地所有者責任の
例である。 
このうち、急傾斜地災害防止法は環境法には直接に分類されないが、同法 10 条 2 項に定
められる急傾斜地の崩壊のおそれを惹起した原因者に崩壊防止工事を実施させるための３






所有者等は、自身の土地が同法の下で急傾斜地崩壊危険区域に指定されると 7 条 1 項によ
り急傾斜地の崩壊を助長しまたは誘発する恐れのある行為が制限され、同条項に定められ
た制限行為が行われたために急傾斜地の崩壊のおそれが著しい場合には都道府県知事から
急傾斜地崩壊防止工事の実施を命じられ（10 条 1 項）、また、自身の所有する急傾斜の崩壊




る努力義務を負い（9 条 2 項）、都道府県知事から急傾斜地崩壊防止工事の実施につき勧告

























りも被害者による当該工事の実施が優先されることとなっている（12 条 1 項）。（d）の受益



























                                                   
509 采女博文「急傾斜地の崩壊と行政の責任」鹿児島大学法学論集 47 巻 1 号（2012）9
頁。 
510 同上・6 頁、21 頁。 
511 建設省河川局急傾斜地法研究会編『急傾斜地法の解説』（全国加除法令出版・1970）83
頁、采女・前掲注（509）9 頁。 
512 大久保興一「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律案」地方自治 247 号
（1968）73 頁。 

































                                                   
514 東平好史「警察責任の研究（二・完）」神戸法学雑誌 16 巻 4 号（1967）769 頁。 
515 柳瀬良幹『行政法教科書（下）』（有斐閣・1958 年）176－177 頁。 
516 東平・前掲注（196）517 頁。 






草案においてもその 8 条 1 項において、個別的な授権の規定がない場合に「公共の安全又
は秩序に対する個別的な危険を防止するため」に必要な措置をとる警察の権限が明記され










4 条 人の行為に対する責任 
1 項 人が危険を惹起した場合、措置はその者に向けられる。 






  5 条 物の状態に対する責任 
   1 項 物から危険が生じた場合、事実上の支配力の占有者に対して措置が向けられる。 
   2 項 措置は、所有者またはその他の権利者に対しても講ずることができる。事実上 
      の支配力の占有者が所有者または他の権利者の同意なしに当該支配力を行使
した場合はこの限りではない。 






陽子「ドイツ警察法における危険概念の展開」大分大学経済論集 48 巻 3・4 号（1996）
288 頁以下、戸部真澄『不確実性の法的制御』（信山社・2009）、米田雅宏「危険概念の解
釈方法―損害発生の蓋然性と帰納的推論（１）（２）（３）（４・完）」自治研究 83 巻 8 号
（2007）106 頁以下、83 巻 10 号（2007）87 頁以下、83 巻 11 号（2007）119 頁以下、
84 巻 1 号 （2008）103 頁以下。 
519 プロイセン警察行政法上の行為責任および状態責任に関する規定の邦語訳は、東平前
掲注（196）523－524 頁参照。 
520 Heise/ Riegel, Musterentwurf eines einheitlichen Polizeigesetzes, 1978, S. 34-37. 
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521 vgl., BVerfG 102, 1. S. 18f. 
522 田上譲二『警察法[新版]』（有斐閣・1983）70－71 頁。 
523 プロイセン警察行政法でいえば 70 条 1 項がこれに該当する。 
524 Drews-Wacke, Allgemeines Polizeirecht, 7 Aufl., 1961, S.467-468. 
525 Drews-Wacke, a. a. O., S. 205-206. 東平・前掲注（196）520―522 頁。 
526 東平・前掲注（196）533－534 頁。 



























（明治 7 年太政官通達 14 号）および 1875 年「行政警察規則」（明治 8 年太政官通達 29 号）
であり、明治憲法以来、わが国の警察概念はドイツ法およびフランス法を模範として成立し
てきた536。とりわけ、行政警察規則 1 条は「行政警察ノ趣意タル人民ノ凶害ヲ予防シ安寧
                                                   
528東平・前掲注（196）524－525 頁。 
529 「直接原因説（Theorie der unmittelbaren Verursachung）」と呼ばれる。山下・前掲
注（311）34－35 頁参照。 
530東平・前掲注（196）529 頁、 




534 東平・前掲注（514）734－737 頁。 
535 Drews-Wacke, a. a. O., S. 245. 































                                                   
537 同上、中谷敬壽「所謂警察責任に就いて」田村徳治『憲法及行政法の諸問題：佐々木
博士還暦記念』（有斐閣・1938）299 頁。 
538 田上・前掲注（536）12 頁以下。 
539 田中二郎『新版行政法下Ⅱ』（弘文堂・1958）440 頁。 
540 同上。 
541 柳瀬・前掲注（515）183 頁。なお、181－182 頁には司法警察、行政警察、保安警察
等の警察の分類の内容が紹介されている。 
542 田中二郎『行政法講義案[下巻]第一分冊』（有斐閣・1951 年）21 頁。 






























                                                   
544 柳瀬・前掲注（515）188－191 頁。 
545 同上。 
546 東平・前掲注（196）523 頁、同・前掲注（514）769 頁参照。 
547 中谷・前掲注（537）302 頁。 
548 渡辺宗太郎『行政法に於ける全体と個人』（有斐閣・1940）49 頁以下。ただし渡辺教



































                                                   
549 東平・前掲注（196）523 頁。 
550 中谷・前掲注（537）302－304 頁。 
551 渡辺・前掲注（548）15－16 頁。 
552 田上譲二『警察法』（有斐閣・1958）67－68 頁。 
553 東平・前掲注（196）523 頁。 
554 田上・前掲注（552）67－68 頁。 
555 柳瀬・前掲注（515）180 頁。 
556 田中・前掲注（542）456 頁。 






























                                                   
558 同上・6 頁。 
559 柳瀬・前掲注（515）190－191 頁。 






































                                                   
562 須藤・前掲注（517）93 頁以下。 
563 同上・96 頁。 
564 本稿の問題意識からは逸れるため本稿では当該議論状況については立ち入らない。 
































                                                   
566 なお、“Handlungsstörer”を「行為妨害者」、“Zustandsstörer”を「状態妨害者」と
訳出する場合がある。田中・後掲注（567）139 頁、鎌野・後掲注（567）144 頁。 
567 根本尚徳『差止請求権の理論』（有斐閣・2011）255 頁、田中康博「物権的請求権にお




と物権的請求権との関係（二・完）―その序論的考察―」九大法学 51 号（1985）51 頁。 
568 根本・前掲注（567）255－256 頁、小川・27－28 頁等参照。 
569田中康博「物権的請求権における『責任要件』について」六甲台論集 34 巻 4 号
（1987）129 頁、小川・46 頁。 
570 根本・前掲注（567）257 頁、田中・前掲注（567）139 頁参照。 
571 川角・前掲注（567）51－52 頁、根本・前掲注（567）258 頁。 





































575 奥田昌道「民法学のあゆみ」法律時報 47 巻 10 号（1975）140 頁。 
576 根本・前掲注（567）296－297 頁、川角・前掲注（567）61 頁、近江・前掲注
（573）24 頁、好美清光「物権的請求権」船橋諄一・徳本鎮編『新版 注釈民法（６）物
権（１）［補訂版］』（有斐閣・2009）172 頁。 






















下ガソリンタンクを設置し適法に営業していたが、国（X）が昭和 49 年 12 月 22 日に本件
国道に地下横断歩道を設置したことにより、本件地下タンクは当該地下道との距離に関し
て消防法 10 条 4 項および同条項に基づく「危険物の規制に関する政令」13 条 1 号イに違
反する状態となった。そこで、Y は本件地下タンクの移設工事を実施し、これに要した費用
につき道路法 70 条の規定に基づく損失補償を請求した。これに対し、X が道路法 70 条は
道路の新設又は改築に伴い生じる物理的障害に基づく損失についてのみ補償するものであ
り、法規制上の障害に基づく損失についてまで補償するものではないとして補償に応じな
かったため、Y が同条 4 項に基づき香川県収用委員会に裁決を申請したところ、同委員会




                                                   





点を具体的に判断したわけではない（旭川地判平成 24 年 11 月 27 日）。 
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580 判例タイムズ 382 号 107 頁。 





なお、控訴審判決（高松高判昭和 54 年 9 月 19 日）は第一審判決を全面的に支持し、X に
よる控訴を棄却した。 
（ⅲ）最高裁判決（最判昭和 58 年 2 月 18 日） 




























                                                   
























                                                   
36 巻別冊（1986）37 頁、桑原勇進「地下道新設に伴う石油貯蔵タンクの移転と補償」別
冊ジュリスト 236 号（2017）507 頁。なお、原田尚彦「地下道新設に伴う貯蔵タンクの移




583田中・前掲注（542）21 頁、田上・前掲注（536）17 頁、須藤・前掲注（517）118 頁。 
584 村上義弘「消防法等による法規制上の負担に基づく損失は、道路法七〇条一項による






る。」とする。vgl. Von Jan Brenz, Das Polizeirecht als ein durch den 
Verhältnismäßigkeitsgrundsatz bestimmtes System von Abwägungsentscheidungen, 
2018, S. 102. 
585 村上・前掲注（584）3 頁、小澤道一「地下道新設に伴う石油貯蔵タンクの移転と補
償」別冊ジュリスト 151 号（1999 年）347 頁。 































ては、財産権の内在的制約は憲法 29 条 3 項の補償の範囲外にあるとして賛同するもの595が
                                                   
587 村上敬一「道路法七〇条一項の定める損失補償の対象」法曹時報 40 巻 6 号（1988
年）922 頁、高木光「危ないものは地下に埋める？―損失補償、モービル石油事件―」法
学教室 231 号（1999 年）71 頁。 
588 今村成和『損失補償制度の研究』（有斐閣・1968 年）22 頁。 




斐閣・1938 年）286－287 頁。 
591 柳瀬・前掲注（515）194 頁。 
592 小高・前掲注（582）37 頁。 
593 最大判昭和 36 年 7 月 13 日・判例時報３４０号５頁。 
594 東平・前掲注（514）773 頁、小高剛「防災と行政規制―消防行政を中心に」法律時報
49 巻 4 号（1977 年）58 頁、村上敬一「道路法七〇条一項の定める損失補償の対象」法曹
時報 40 巻 6 号（1988 年）922 頁、桑原勇進（2017）507 頁。 
595 村上義弘「消防法等による法規制上の負担に基づく損失は、道路法七〇条一項による
補償の対象となるか」判例評論 260 号（1980 年）6 頁、同旨のものとして工藤達朗「内在
的制約説の解釈上の意義―基本権の保護領域の画定について―」法学新報 108 巻 3 号



























                                                   
596 工藤達朗「内在的制約説の解釈上の意義―基本権の保護領域の画定について―」法学
新報 108 巻 3 号（2001 年）20、22 頁参照。 
597 小売商業調整特別措置法判決（最大判昭和 47 年 11 月 22 日・判例時報６８７号２３
頁）。 
598 薬事法判決（最大判昭和 50 年 4 月 30 日・判例時報７７７号８頁）。 
599 大石和彦「財産権制約をめぐる近時の最高裁判例における違憲審査基準について―平
成 14 年判決における変更？―」慶応法学 13 号（2009 年）129 頁参照。 
600 松本哲治「証券取引法 164 条 1 項の合憲性」ジュリスト 217 号（2013 年）216－217
頁。 
601 原田大樹「所有権の内在的制約（上）」NBL1122 号（2018）28 頁以下。 



































                                                   
604 鷹巣信孝「所有権の内在的制約・外在的制約・政策的制約（二）」佐賀大学経済論集 31
巻 6 号（1999 年）156 頁。 
605 同上・147 頁。 
606 鷹巣信孝「所有権の内在的制約・外在的制約・政策的制約（四・完））佐賀大学経済論
集 32 巻 2 号（1999 年）57－60 頁。 
607 原田大樹「所有権の内在的制約（下）」NBL1124 号（2018）63 頁。 
608 原田大樹「所有権の内在的制約（上）」NBL1122 号（2018）32 頁以下。 
609 原田・前掲注（607）64 頁―66 頁。 







（ⅰ）財産権保障と憲法 29 条 3 項 
 所有権とは何か。古くは 1789 年フランス人権宣言 17 条、アメリカ合衆国憲法第５修正























                                                   
611 遠藤博也「土地所有権の社会的制約」ジュリスト 476 号（1971 年）95 頁。 
612 同上・95－96 頁。 
613 甲斐道太郎・稲本洋之助・戒能通厚・田山輝明『所有権思想の歴史』（有斐閣・1979
年）179－180 頁。 
614 同上・185－192 頁。 
615 石村善助「所有関係の変化」ジュリスト増刊（1970 年）68 頁。 
616 結城光太郎「「正當な補償」の意味―農地買収価格の正當補償性を疑う―」公法研究 11
号（1954 年）82 頁以下。 
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力」を明らかにしたものであるとし、したがって 1 項と 2 項は「矛盾的ではなく相即的融
合的」であり、ともに私有財産はこれを剥奪しないとの原則を規定したものであるとしたう
えで、他方 3 項は、1 項および 2 項では認められなかった財産の剥奪を一定の条件下で認め
るものであるとして、各項の規定の関係性を整理されている617。結城教授のこのような解釈




















失補償を認める例としては、消防法 6 条 2 項・3 項、29 条 3 項、水防法 28 条 3 項、水害予





                                                   
617 同上・83 頁。 
618 柳瀬良幹「財産権の不可侵と正当な補償」ジュリスト 130 号（1959 年）35―36 頁。 
619 柳瀬・前掲注（590）282－283 頁。 
620 同上・282 頁。 































                                                   
622 柳瀬・前掲注（515）194 頁。 
623 今村成和『国家補償法』（有斐閣・1957 年）57、77 頁。 
624 田中二郎「紹介」国家學會雑誌 72 巻 11 号（1958 年）1022 頁。 
625 今村成和『損失補償制度の研究』（有斐閣・1968）72 頁。 
626 村上義弘「消防法等による法規制上の負担に基づく損失は、道路法七〇条一項による
補償の対象となるか」判例評論 260 号 2 頁。 
627 松島・前掲注（194）1 頁以下。 

















任者には適用され得ず、個別法上の明文規定がなければ憲法 29 条 3 項に直接に基づいて損
失補償を請求することはできないと解釈している633。以上の松島教授の見解のうち、警察責














                                                   
629 松島・前掲注（194）44－45 頁 
630 同上・45 頁。 
631 同上・48 頁。 
632 同上・48－50 頁。 
633 同上・50 頁。この点については、憲法 29 条 3 項の損失補償が直接に認められない場
合でも個別法において立法政策上の問題として補償をすることは可能であるとする見解が
他にも示されている。村上敬一「道路法七〇条一項の定める損失補償の対象」法曹時報 40



































                                                   
634 山下・前掲注（311）75 頁、須藤陽子『比例原則の現代的意義と機能』（法律文化社・
2010）97－98 頁。。 
635 須藤・前掲注（517）98 頁。 
636 東京地判平成 24 年 2 月 7 日・判例タイムズ 1393 号 95 頁以下。 
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にわたってこれを怠るなどの例外的な場合にとどまるというべきである（最高裁平成 17 年 































 続いて、憲法 29 条 3 項に基づく損失補償については次のように述べている。 





























































                                                   










し裁判において土壌汚染対策法 8 条 1 項に基づき求償する事案は未だ現れていないようで
あるが、今後判例が登場することは予想される。8 条 1 項について特に問題となる点は、前
述のように都道府県知事からの指示や命令を受けていない土地所有者等が自発的に汚染除
去措置を講じるケースが多いため、その場合に自発的汚染除去に要した費用を汚染原因者








２．東京地方裁判所平成 24年 1 月 16日判決（判例タイムズ１３９２号７８頁） 
（１）事案の概要 
東京急行電鉄株式会社（被告）は、学校法人から買い受けた土地から有害物質による土壌




書を原告に提出した平成 16 年 8 月 25 日までに同土地の土壌汚染を除去すべき作為義務を
負ったのにこの履行を怠った等と主張し、原告に対し、不作為の不法行為を理由として被告
が自発的に同汚染の除去等のために支出した費用に関し、国家賠償法 1 条 1 項に基づく損
害賠償を求めて、公害等調整委員会に責任裁定を申請した。同委員会は、原告に対し、その

















しはこれを前提とする旧土壌汚染対策法 7 条 3 項（現行 7 条 5 項とほぼ同じ）による法律
上の作為義務違反に基づく不作為の不法行為の成否、②原告が汚染原因者（旧 7 条 1 項但
書、なお現行 7 条 1 項とほぼ同じ）であることによる条理上の作為義務ないし原告が汚染
原因者であることを前提とする旧 7 条 3 項の法律上の作為義務違反に基づく不作為の不法
行為の成否、③予備的請求として、原告が被告に自主対策工事を実施するように仕向けたこ









務を否定し、さらに、旧 7 条 3 項は、本件土地の所有者が特定できる場合においてまで、同
条項に基づき原告が同土地に対する本件土壌汚染を除去すべき作為義務を負うものとは解





任と計算において埋め立てを行ったものと認められるから、原告が旧 7 条 1 項にいう「汚
染原因者」であるとは認められないとした。 
 そして、争点③に関しては、原告は旧 7 条 1 項但書の「汚染原因者」ではないから前提を
欠くとし、仮に原告が原因者と認められたとしても、被告は自らの判断で自主対策工事を実
施したものと認められるし、被告に対して措置命令が出されていないのであるから、旧 8 条
                                                   







（４）8 条 1 項の解釈 



























8 条 1 項について解釈を示す他の判例642においては、「法８条１項の費用請求権は、措置命
                                                   
642前橋地判平成 20 年 2 月 27 日・LEX/DB 25400325 号。同判決を紹介するものとして、






裁判所において 8 条 1 項の適用を都道府県知事による旧法に基づく措置命令又は現行法に
基づく指示のある場合に限定する解釈が定着してしまうと、自発的汚染除去を講じた者が 8






















に多いという状況において、自発的汚染除去を講じた者が 8 条 1 項に基づき汚染原因者に
対して求償することが裁判において認められない可能性が出てきたことである。 
 8 条 1 項は、「前条第一項本文の規定により都道府県知事から指示を受けた土地の所有者
等は、当該土地において指示措置等を講じた場合において、当該土地の土壌の特定有害物質
による汚染が当該土地の所有者等以外の者の行為によるものであるときは、その行為をし
                                                   
643 被害者（犠牲者）に当たる土地所有者等の減免責の必要性を指摘するものとして、大
塚直「市街地土壌汚染をめぐる新たな動向と法的論点（三・完）」自治研究 76 巻 4 号
（2000）39-40 頁、同・前掲注（９）56 頁、同・前掲注（175）94 頁、松村弓彦「土壌汚




































                                                   




















 善意無過失の土地所有者が自主的に汚染除去等の措置を講じた後、土壌汚染対策法 8 条
1 項に基づき原因者に対して当該措置に要した費用を求償した事例で、東京地裁は同法 7 条
（2009 年改正前）に基づき都道府県知事から命令を受けたのではなく自主的に講じた措置
に要した費用の回収には 8 条 1 項の適用が認められない旨を判示した。同判決のいうよう


































































①いずれの PRP も責任の認定に際し汚染と自身の行為との間に因果関係が要求されず、 
②PRP の 4 つのカテゴリーに責任の序列は定められておらず、 
③原因者の措置実施責任につき寄与度を限度とする定めはない。 






























































































































































度以上の措置が講じられたものと認められる場合に 8 条 1 項を類推適用すればよいのでは
ないかと思われる。2017 年改正により、7 条に基づき都道府県知事から指示された措置を
実施するにあたって汚染除去等計画の策定および完了報告が義務付けられたが、これは指
示された措置が適切に講じられることを担保するためのものである。自発的に措置を講じ
た場合は都道府県知事からの指示のみでなく同計画策定の段階も踏んでいないことになる
が、比較法的にみればアメリカもドイツも計画策定等の段階を踏んでいない自発的浄化者
の求償を認めているし、実際には汚染除去等工事の実施前後で行政からの指導を受ける機
会等がありうることを考えれば、やはり指示のあった場合と同等程度の措置を適切に実施
したと認められる土地所有者等には求償権が認められるべきであろう。 
所有権はもはや絶対不可侵のものではない。所有権の「内在的制約」として補償なしの所
有権に対する規制が正当化されうるのは比較法的にみても一般的である。しかしながら、わ
が国において内在的制約とは何か、その定義は明白ではない。さらに、その内在的制約の表
れと称される「状態責任」自体がわが国の環境法においては宙に浮いた概念である。その不
確かな「内在的制約」たる概念および「状態責任」から説明される土地所有者責任は、環境
法においては原因者負担原則に劣後する例外的な責任原理として捉えられるべきである。
とりわけ、被害者的地位にある善意無過失の土地所有者は、「内在的制約」や「状態責任」
といった正当化根拠をもってしても、環境負荷の原因者よりも酷な責任を課されるべきで
はない。環境負荷を生じさせた者には責任を、被害者には救済を。現実的な社会問題に向き
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合いつつも正義の観念を貫くための法的および論理的構成を築く努力を継続したい。 
 
 
 
